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第Ⅰ章 文献的考察 

 
A.  筑波研究学園都市の労働衛生に関する問題 
科学技術の粋を集めた筑波研究学園都市は、1967 年の閣議了解により建設が開始されて

から 40 年余りが経過した。現在に至るまでにもっとも注目された筑波研究学園都市の労

働衛生における問題は、当時の報道を賑わした昭和 60 年代の「つくばシンドローム」と

いう言葉 1)に象徴された筑波研究学園都市における職員の連続自殺など、心の健康問題（以

下、メンタルヘルスケア）であった。そのため、昭和 61 年 9 月に筑波研究学園都市交流

協議会（以下、筑協）2)内に「精神衛生対策ワーキンググループ」が設置され、このワー

キンググループにおいてメンタルヘルスケアの手引き書「職場のメンタルヘルス Q&A」

3)の作成がなされ、その後の改訂を重ね 4), 5)各機関でメンタルヘルスケアを行う際に活用

されてきた。また、「精神衛生対策ワーキンググループ」は「生活環境専門委員会」、「労働

衛生専門委員会」へと発展し、メンタルヘルスに関する研修会などの活動を推進すると同

時に、筑協に加盟する全機関の職員を対象にした全数調査である「筑波研究学園都市研究

機関等職員の意識調査」を昭和 62 年より 5 年ごとに行うことによって、筑波研究学園都

市におけるメンタルヘルスケアの改善と向上に取り組んできている 6), 7), 8)。 
筑波研究学園都市における労働衛生管理上の特徴として、多くの機関が教育研究活動を

主体としており、筑波研究学園都市交流協議会に所属する機関の労働者のうち、研究系、

事務系を中心としたホワイトカラーが約 8 割を占めていることが特徴として挙げられる。

特に、教育研究活動に従事している労働者は約 1 万 2 千人であり、これほど研究系の人口

割合が高い都市は日本では他にない 9)。 
また、筑波研究学園都市においては、2001 年 4 月から行政改革の一環として国立研究

機関が独立行政法人化され、各機関に求められる役割も変化するとともに、業務の効率化

が求められるようになる 10)といった職場環境の変化があり、そこで働く労働者の職業性

ストレスにも変化が生じていることが予想される 11)。1990 年代以降の日本の職場では、

IT 化などの技術革新、雇用形態の多様化、新たな人事評価雇用制度の導入といった変化が

起こっているが、それらの変化が職場のストレスを強めるとの指摘があり 12)、筑波研究

学園都市においても法人化という変化に対応するために労働者に対するストレスが強まっ

ている可能性も考えられる。 
さらに労働衛生管理の観点からの変化として、独立行政法人化した機関においては労働

安全衛生法が適用され、一般事業所と同様の安全配慮義務が求められることとなった。近

年、労働者のメンタルヘルスに関する判例、法律、規則、指針などが労働者の保護を重視

する形に方向修正されており、事業主に対して安全配慮義務違反が問われるケースが急増

している。筑波研究学園都市において法人化した機関の中にも、従来、研究室や学部単位

での独立性が高いこと、事務系、研究系、技術系など様々な職種が混在していること、組
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織や職位が複雑であるといった特徴があり、適切に労働衛生管理を行う仕組みが十分に確

立出来ていない可能性がある。 
従って、筑波研究学園都市の各機関においては、職員のメンタルヘルスケアが、現在も

重要かつニーズの高い労働衛生上の課題となっている。 
 
 
B. 近年の労働衛生におけるメンタルヘルスの問題 

a. 職場におけるうつ病を中心とした精神疾患の増加とその背景 
財団法人社会経済生産性本部が実施した、自治体を対象とした、心の健康に関する調

査（2007 年 4 月実施；全国 727 の職員構成担当者が回答）に基づいた「産業人メンタ

ルヘルス白書」13)では、地方自治体という公共性の強い集団という偏りはあるもの、職

場における「心の病」の実態が示されている。 
 この白書によれば、約半数（47.7％）の自治体が、過去 3 年間における「心の病」は

「増加傾向」であると回答している。これを規模別にみると、100 人未満の自治体では

30.4％、100～299 人の自治体では 36.5%、300～599 人の自治体では 54.4％、600～999
人の自治体では 56.0%、1,000～2,999 人の自治体では 64.7%、3,000 人以上の自治体で

は 78.6%と大規模な自治体ほど職場における精神疾患が問題になっている事が示唆され

ている。 
 また、今後の職場における精神疾患の増減傾向については、全体の 42.1％と半数近く

が「増加すると思う」と回答している。 
 心の病のうち最も多い疾患は、「うつ病（気分障害）」（85.0％）であり、「心身症」（3.9％）、

「神経症（ノイローゼ）」（2.2％）がわずかに認められる。3,000 人以上の職員を有する

自治体では、「うつ病」が 88.1％という高さである。 
 そして、53.4％の自治体においては、「心の病」で 1 ヶ月以上休業している職員が存在

する。さらに、3,000 人以上の自治体においてはこの割合が 93.8％にも上っている。 
職場における精神疾患の増加の背景としては、1990 年代以降の日本の職場における

IT 化などの技術革新、雇用形態の多様化、新たな人事評価雇用制度の導入といった変化

により、人員を減らしながらも収益を上げることが求められ、その結果として職場のス

トレスが強まったことによるものだという指摘がある 12)。この白書において、過去 3
年間における「心の病」の増加に深く関連していると考えられる要因としては、職場で

の助け合いの減少、一人あたりの仕事量の増加、職場でのコミュニケーションの機会の

減少、単独で仕事をする機会の増加であったとしている。職場での助け合いが減少した

と回答した自治体においては、「心の病」が増加したと回答した割合が 53.6％であるの

に対して、職場での助け合いが減少していないと回答した自治体においては「心の病」

が増加したと回答した割合が 39.7%にとどまっている。また、職場でのコミュニケーシ

ョンの機会が減少したという自治体においても「心の病」が増加したと回答した割合が
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54.3%で、職場でのコミュニケーションの機会が減少していないという自治体（40.7%）

との差は 13.6%となっていた。 
 

b. 日本における自殺者数の推移 
自殺者数は、集団の精神的健康度を端的に示す指標の一つとして精神保健分野で従来

からよく研究されている 14), 15)。警察庁のまとめた統計データ 16)によると、2007 年

の自殺者数は 33,093 人で、前年と比べて 938 人増 加（2.9％）し、年間の自殺者数は 1998
年より 10 年連続して 3 万人を超えている。 
 これは、1 日にすると約 91 人が自殺で死亡していることになる。また、同年度の交通

事故死者が 5,744 人である事からすれば、自殺による死亡者数は交通事故による死亡の

約 6 倍と極めて多く、最近 10 年間、日本人全体の精神的健康度が芳しくない状況にあ

ることが推測される。 
同統計より、2007 年には自殺者数に対する勤労者は 37.6%を占めていた。その内訳は、

被雇用者 9,154 人、自営業者 3,278 人、管理職 642 人で、勤労者全体で 12,432 人とな

っている。自殺の理由としては、健康問題が 14,684 人と最も多く、経済生活問題で 7,318
人、家庭問題が 3,751 人、勤務問題が 2,207 人の順となっていた。年代別で見ると、中

高年の自殺率が高くなっているが、年間自殺者数が初めて 3 万人を超えた 1998 年と比

較すると、30 歳代の占める割合が、11.0%から 14.4%へと上昇している。この状況に対

して、政府が勤労者層を中心とした自殺予防の対策 17)を 2001 年に打ち出し、また、2006
年に自殺対策基本法が制定され、事業主に対しても自殺予防において役割を果たすよう

に求めるなど労働衛生分野における最近の大きな関心事となってきている。 

また、労働者の自殺のおよそ 70%はうつ病が原因と推定している報告 18)もあり、自

殺が生じやすいのはうつ病の初期、あるいは回復期といわれている 19)。労働者層の自

殺予防対策において、その背景に存在している職場におけるうつ病を中心としたメンタ

ルヘルスケアが根幹になると考えられる。 
 

c. THP（Total Health Promotion Plan）の推進 
健康障害の防止を主体とする従来の健康管理に加えて、健康に働いている労働者をよ

り健康にという一歩進んだ労働者の心身両面にわたる健康の保持増進を目的として、昭

和 63 年(1988 年)5 月に労働安全衛生法が改正され、同年 10 月より施行された。労働安

全衛生法第 70 条の 2 の規定により、厚生労働大臣が公表した健康保持増進のための指

針（健康づくり指針）に沿って事業場における労働者の健康保持増進措置を普及するた

め、厚生労働省と中央労働災害防止協会では、心とからだの健康づくり「THP」（トー

タル・ヘルスプロモーション・プラン 20), 21））を推進している。 
THP の概要は、事業場の安全衛生委員会又は衛生委員会の審議を得て、健康保持増進

計画（中長期の目標の設定、年次計画）を決め、各事業場における健康保持増進措置の
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実施について事業場内での協力体制をつくり、その計画に基づいて、産業医を中核とし

たスタッフ（運動指導担当者、運動実践担当者、心理相談担当者、産業栄養指導担当者

及び産業保健指導担当者）がそれぞれの専門性を生かしつつチームを組んで、個人の健

康づくりを進めるというものである。 
事業場内でこれらのスタッフが全て揃った場合には、産業医を長とする「健康保持増

進専門委員会」を設置し、個々の労働者に対する健康保持増進措置に関して専門技術的

立場からの検討や評価を行い、個々の労働者に各種の具体的な指導をすることが望まれ

る。労働者の健康保持増進措置は、事業場単独で全て実施できることが理想的な姿であ

るが、事業場によっては健康保持増進計画の策定、健康測定及び運動指導等を担当する

スタッフや健康づくりに必要な施設を確保することが難しいところもある。この場合に

は外部の専門機関の支援のもとに健康保持増進措置を実施することが必要である。 
THP 推進の背景には、定期健康診断結果の有所見率が上昇傾向にあることが挙げられ

る 22)。この主な要因として、労働者の生活習慣の変化や高齢化が考えられている。生

活習慣病は若年期からの適度な運動、健全な食生活、ストレスのコントロール等の健康

的な生活習慣を身につけることによって発症を予防し、発症の時期を遅らせ、発症の程

度を軽くすることが可能であるとされている 23)。また、労働者の高齢化による健康対

策や加齢に伴う心身の機能低下による労働災害の防止、技術革新による作業様態の急速

な変化等によるストレスの増加に伴う心の健康対策への対応が求められている。労働者

がいつまでも心と体を健康に保ち、その能力、技術を十分に発揮できるようにしておく

ことは労働者にとっても、事業の活動の活性化の面からも重要な事項である。 
心と体の健康が保てることは、個人にとっては自己実現、企業にとっては事業の活性

化、社会にとっては活力のある地域社会の形成の基本であり、健康は社会資源であると

する考えが広がりつつある 1)。THP は、事業者・労働者・サービス機関等がそれぞれ

の役割を果たすことにより、労働者各個人が心と体の両面にわたる健康的な生活習慣へ

行動を変容する必要性を認識していくことを目指した、職場のメンタルヘルスケア対策

を盛り込んだ国の指針といえる。これ以後、職場のメンタルヘルスケアの問題は解決に

向けて、大企業を中心に各事業所で様々な取り組みが行われるようになってきた。一方

で、小規模事業所においてはその取り組みはまだまだ普及していない事が報告されてい

る 24)。 
 
d．健康日本 21 における「こころの健康対策」 

心の健康とは、世界保健機関（WHO）の健康の定義 25)にも明確に述べられているよ

うに、いきいきと自分らしく生きるための重要な条件である。具体的には、自分の感情

に気づいて表現できること（情緒的健康）、状況に応じて適切に考え、現実的な問題解決

ができること（知的健康）、他人や社会と建設的で良い関係を築けること(社会的健康)を
意味している。人生の目的や意義を見出し、主体的に人生を選択すること（人間的健康）
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も大切な要素であり、心の健康は「生活の質」に大きく影響する。 
心の健康には、個人の資質や能力の他に、身体状況、社会経済状況、住居や職場の環

境、対人関係など、多くの要因が影響し、なかでも、身体の状態とこころは相互に強く

関係している 26), 27)。 
心の健康を保つには多くの要素があり、適度な運動や、バランスのとれた栄養・食生

活は身体だけでなく心の健康においても重要な基礎的要素である。これらに、心身の疲

労の回復と充実した人生を目指す「休養」が加えられ、健康のための 3 つの要素とされ

てきた。さらに、十分な睡眠をとり、ストレスと上手につきあうことは心の健康に欠か

せない要素となっている。 
国民全体に予防医学的見地から具体的な数値目標を掲げた政策方針である健康日本

21（2000 年）28)では、「ストレス」「睡眠」「自殺者の減少」に関して、具体的な目標値

が以下のように設定され、メンタルヘルスケアの問題は、全国民を対象とした予防医学

として積極的に実施されることとなった。しかし、2007年の中間報告書 29)においては、

大きな改善を認めていない。 
1. ストレス  
・「最近１ヶ月間にストレスを感じた人」の割合の減少 

目標値：    1 割以上の減少 

基準値：    54.6％30) 
     中間報告値：  62.2％29)  

2. 睡眠  
・「睡眠によって休養が十分にとれていない人」の割合の減少 

目標値：      1 割以上の減少 

基準値：      23.1％30) 
    中間報告値：  21.2％29) 
・「眠りを助けるために睡眠補助品（睡眠薬・精神安定剤）やアルコールを使うこと

のある人」の減少 
目標値：      1 割以上の減少 

基準値：      14.1% 30) 
    中間報告値：  17.6％29) 
3. 自殺者の減少 

目標値：      22,000 人以下 

基準値：      31,755 人 31) 
        中間報告値：  30,539 人 29) 
 

以上より、現在の日本の職場におけるメンタルヘルスの問題への関心とこれに対する

ニーズは、職場はもちろんのこと、社会全体で高まってきていると考えられる。これか
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らの時代においては行政、医療機関、研究機関、事業場のそれぞれの特性を活かした対

策と、国民一人一人の認識と予防対策が必要となってくると考えられた。このような時

代背景のなか、日本全体においても、21 世紀の初頭 10 年間に重点的に実施すべき労働

衛生研究の優先課題を明らかにする作業を行った「21 世紀の労働衛生研究戦略協議会」

の結論 32)として、「メンタルヘルスと産業ストレス」は 18 項目の優先課題の 1 つに位

置づけられ、労働衛生の重点研究課題となっている。これらを総合してメンタルヘルス

ケアの問題は、現代の日本社会において非常に重要な課題であり、かつ早急な解決を求

められているものといえる。 
 
C. 職業性ストレスと疾病の因果関係についての研究 
近年の労働衛生の分野でメンタルヘルスの問題を解決するために、多くの研究がなされ

てきた。その代表的なものがストレスと疾病に関する因果関係を探索するものである。 
その結果、多くの疫学研究および心理学研究により、労働によるストレス（以下、職業

性ストレス）が健康に及ぼす影響の重要性は証明されてきた 33), 34)。労働には、種々の

ストレス要因のようなメンタルヘルスに対するリスクが存在している。しかし、それと同

時に労働は、自己実現、人格発達、および安寧（well-being）への機会を提供するもので

もある。労働によるストレス要因のうち、どういったものが健康に危害を与え、また、健

康を促進するかについての理論的説明は多数ある。以下、現在集約されつつある 5 つの理

論的モデルを概観しながら、職業性ストレスと疾病もしくは精神的健康度との因果関係に

ついての現在までの知見と問題点をまとめる。 
 
a. ストレス反応 
ストレス要因によって引き起こされる反応を一般にストレス反応という。急性のスト

レス反応は多様であり、抑うつ・職務不満足感などの心理的反応、血圧上昇や心拍数の

増加・不眠・疲労感などの生理的反応、過食やアルコール飲用、喫煙や薬物使用、疾病

休業や事故などの行動面での反応などがある 26), 27)。通常、このようなストレス反応

は一時的なものであり、休憩・休息・睡眠・その他の適切な対処により、回復可能であ

る。しかし、場合によっては、ストレス反応は増強して過大・持続的となり、一部は病

因論的メカニズムによって疾病の発生に至る。 
ただし、ストレス要因に対する反応の仕方は年齢や性別、性格傾向や行動パターンや

対処の方法、仕事の熟練度、基礎疾患の有無や治療の状態など個人の特性によって大き

く異なる。また、職場の上司・同僚との人間関係、家族関係や家庭での役割負担などの

仕事外の日常生活のあり方もストレス反応を緩和する要因となる。近年、こうしたモデ

ルにもとづいて職場の心理・社会的ストレス要因の対策に関する検討が進展してきてい

る。その結果、それぞれのリスクファクターを減少させるような方向の対策が提唱され

ている。しかしながら、世の中の情勢と相まって特定のリスクファクターの減少は現実
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的には困難なことが多い。 
 
b. ホームズとレイのライフイベントモデル 

1960 年前後に、アメリカのワシントン大学精神科のホームズ、レイ、マスダらは、彼

らの臨床的経験から「生活適応（への努力）を必要とするある種の社会上の出来事が、

疾病の発生と有意に時期を同じくして併発していることを確かめ」、ここから「この種の

社会上のまたは生活上の出来事が病因上－疾病の原因としては十分ではないが必要な－

意味があり」、「部分的には発病の時期を説明する理由となる」と考えた。そして、「人生

（生活）に変化を起こさせる」ような「この種の出来事」の震度（マグニチュード

magnitude）を、「疫学研究の定量的基礎として」計量することを試みた。これが、有名

な「人生事件（ライフイベント）」型ストレスの研究である 35)。この計測は、具体的に

は、43 項目のライフイベントからなる「社会再適応評価尺度」（Social Readjustment 
Rating Scale：SRRS）と呼ばれるチェックリストを作り、394 人の被験者に、基準とし

て「配偶者の死亡」を 100 点として、これに比べて再適応の努力の大きさやそれに必要

な時間を主観的に判断させて記入させるという方法をとった。そしてその結果の平均値

を「ストレス値（value）」と名付けた。この SRRS を用いて、疾病とライフイベントと

の関連についての研究が数多く行われ 36), 37), 38), 39)、日本人の社会的背景を反映した

日本語版の「社会的再適応評価尺度」も作成され、活用されている 40), 41), 42)。 
 
c. ラザルスのデイリーハッスルズモデル 
ホームズ、レイらのライフイベントモデルの発表を受け、ラザルスはそれに対する批

判として、「日常生活の些事により、常に長期間繰り返され、かつ意識されないうちに経

験されるストレス」の重要性を主張した 43)。ここでキーワードとなるのは、日常精神

混乱（hassles）と高揚（uplifts）である。”hassles”とは、日常生活での「細かな煩わ

しさ（minor annoyance）」から「かなり大きな圧力、問題または困難」fairly major 
pressure, problem or difficulties）」を惹起する体験と定義される。一方”uplifts”とは、

「良い感じがする（feel good）」から「平和、満足、喜び（peace, satisfaction, or joy）」
までを惹起する体験である。共にそれらの体験への一次的な認知的評価とされる。ライ

フイベントをある時期に一気に襲ってくる急性のストレス要因と捉えるのに対して、デ

イリーハッスルズは日々蓄積していくような慢性のストレス要因として現在では捉えら

れている。デイリーハッスルズの概念を用いた研究は、精神的健康度との関連を中心と

して数多く行われている 44), 45), 46), 47), 48), 50)。 
 

d. カラセックの Job-strain（要求度－コントロール）モデル 
カラセックらは、アメリカの 4,495 名の男女を対象に、仕事の心理的要求度と自由裁

量度が職業により差があるかどうかを検討している 51)。それによると、仕事による要
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求度が高く、自由裁量度の低い職種（high strain 群）は、流れ作業労働者、裁断工、

ウェイター、看護助手、電話交換手、キーパンチャー、荷物取扱者等を挙げ、一方、仕

事による要求度が低く、裁量度の高い職種（low strain 群）では、保線労働者、修理工、

機械工などが挙げられている。 
High strain 群への対処では、仕事上の要求度を減らし、仕事の裁量度を高めること

が基本である。ただ、職種や仕事条件によっては困難な場合も多い。そのため、ジョン

ソンらは、従来の要求度－コントロールモデルに加えて、社会的支援度を加えた 3 次元

モデルを提案した（extended Karasek model）52), 53)。そして、13,779 名のスウェー

デンの男女労働者の調査で、low strain（低い要求度＋高い自由裁量度）で、かつ高支

援度のカテゴリーにある労働者の虚血性心疾患有症候者の頻度を 1.0 とした場合、high 
strain 群（高い要求度＋低い自由裁量度）、かつ低支援度群の頻度は 2.17 となったのに

対して、high strain にも関わらず、高い支援度を有する群では 1.82 と有意に低値であ

ったとし、職場の支援度の高低が心疾患の発症に関与していることを示した。なお、上

畑は、過労死事例の場合も、ほとんどの事例で要求度が高く、かつ支援度が低い状態に

あり、この 3 次元モデルは過労死モデルとしても成立すると報告している 54)。 
 
e. 行動抑制論に基づくモデル 
行動抑制論は一般に、人の行動が異なるレベルの行動抑制に基づいて階層的に構成さ

れるものとして概念化している。個人は上位レベルの動機に基づいて特定の目標を導き

出す。これらの目標に基づき、個人は下位目標および特定の行動計画を展開する。そし

て、その行動が目標を達成するものであるかどうかを監査しつつ、特定の行動を遂行す

るのである。行動抑制論に基づき、観察的インタビューによって職務のストレス要因と

資源を測定するための、職務分析方法が多数開発された 55)。この方法の利点は、労働者

個人の評定と無関係に、職務特性を「客観的」に評価することである。さらに職務スト

レス要因および資源を詳細に記述することができるので、職場の再設計のための具体的

な問題解決方法を導き出せる可能性がある。 
この行動抑制論において、ストレス要因とは、労働者を能率的に管理できないことに

よって生じた目標達成を妨げる職務特性と定義される。このストレス要因の例に含まれ

るのが、職務に関して必要な情報の欠如、不適切な労働手段、あるいは仕事の頻繁な中

断がある。これらの状況は労働者に当初の計画から離れることや、割り当てられた職務

のやり直しを求めたり、あるいはリスクの大きい行動を要求することになる。さらに、

ストレス要因には、職務目標と価値や規範が矛盾するというような、不確かで、相反す

る目標というものも含まれる。 
資源とは、個人が選択することのできる一連の可能性を提供する機会と概念づけられ

る。資源は個人が状況に影響を与え、個人の考えにしたがって行動し、スキルとコンピ

テンシーを適合させ、発展させることを可能にするものである。 
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異なる理論的枠組みに基づくものではあるが、これらの考え方は上述した Job-Strain

モデル（要求度－コントロールモデル）の根拠にも似通った部分がある 51)。要求度－

コントロールモデルと同様に、行動抑制論においても、学習および人格発達のためには、

職務における裁量権が重要であることが強調されている。ドイツでは、要求度－コント

ロールモデルは、職場ストレッサーと職場資源の両方を概念化したという理論的貢献か

ら広く認知されている。しかしながら、実際には職場への介入に際して、要求度－コン

トロールモデルが利用されることはあまりない。なぜなら、このアプローチによって得

られるデータが、具体的な職場の再設計に関する示唆を得るには十分なものではないこ

とが多く、「職務における裁量権の拡大、および職務に関する要求の減少」のように、極

めて広義な対策を提案するだけにとどまる場合が多いと考えられるからである。 
 
f. NIOSH の職業性ストレスモデル 

NIOSH の職業性ストレスモデルは多数提唱されている職業性ストレスモデルの中で、

最も包括的なものの一つである 56)。 
このモデルでは、ストレスの原因になる外からの刺激をストレッサーと呼ぶ。人は日々

の生活で様々なストレッサーに直面するが、職場では作業の質的・量的負担、職場の不

充分な物理的環境や人間関係の問題などの様々な職場のストレッサーに曝される。これ

らのストレッサーが大きくなると自己の認識にかかわらず、「疲れる」、「イライラする」、

「仕事への不満」、「意欲の低下」、「出社困難」などの急性ストレス反応が生じてくる。

そして、その個人が持っているストレスへの対処能力を越すと、心身症やうつ病に至る

とされる。しかし、このストレス反応の大きさには個人差がある。年齢、性別、性格、

能力などの個人的要因や仕事以外の要因、上司や同僚・家族からの支援（社会的支援）

の有無によってストレス反応の大きさや健康問題の発生は大きな影響を受けると考えら

れている。社会的支援はストレス反応を軽減し、健康問題の発生を予防することは、多

くの調査研究で明らかになっており、このモデルではストレス反応の緩衝要因と呼ばれ

る。この NIOSH の職業性ストレスモデルは、現代において労働者の職業性ストレスに

関する研究を行う際には幅広く活用されている。実際に多数の研究が行われており 57), 

58), 59), 60)、NIOSH の職業性ストレスモデルの妥当性が示唆され、職業性ストレス評

価において優れていると考えられる。 
 
以上より、本研究では NIOSH の職業性ストレスモデルを採用した。本モデルによると、

ストレスを増強する要因である職場や職場以外からのストレッサーを減らし、緩和する要

因である上司や同僚からの支援を増やし、さらに個体側の要因であるストレス対処能力を

強化することにより、ストレス反応や健康問題の発生を減らすことができるとされる。 
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D. メンタルヘルスに影響を及ぼす個体側要因について 
a. ストレス要因に対する認知的評価と対処行動 
職業性ストレスが疾病のリスクになり得ることは先述したが、実際に職業性ストレスが

健康上の問題に発展する過程には、個人のストレス要因に対する感受性や脆弱性、ストレ

ス要因に対する認知や対処行動が大きな影響を及ぼしており、これらは個人間で大きく異

なる。 
ストレス要因に対する認知には、個人的な要因として価値観、コミットメント、目標、

信念、自己評価、経験があり、環境要因としては、環境からの要求、社会的支持、強制な

どが影響している。ストレス要因を、個人が生まれながらにして持っている、または経験

上獲得した精神的システムに照らしあわせてカテゴライズする過程を認知的評価と呼び、

ストレス要因から刺激を受け、対処行動を起こす際には、認知的評価が大きく影響する。

つまり、ストレス要因が、実際に健康に対してリスクとなるかどうかの判断は、認知的評

価に依存していると考えられる。このため、認知的評価に影響を与える要素を理解するこ

とにより、疾病のリスクをコントロールすることがより容易となるため、健康の保持にお

いて重要である。 
認知的評価においては一次的評価と二次的評価に区別される。 
①一次的評価 

1)無関係 ストレス要因との関わりが個人にとって何の意味も持たないことで

あり、その要因に関わっても失うものも得るものもないもの。 
2)無害-肯定的  ストレス要因によって生じる結果が、個人にとって良好な状態を維

持し強化すると思われるもの。 
3)ストレスフル ストレス要因によって生じる結果が、自己評価や社会的評価に対す

る何らかの損害をうけること（喪失）、まだ害は生じていないが予想

されること（脅威）、ストレス要因に特有の利得や成長の可能性に焦

点を当てた熱意、興奮、陽気という快の情動を伴うもの。 
②二次的評価 
 一次的評価によってストレスフルと認知された場合、どういった喪失が生じる可能性

があるのか、それに対してどのような対処が可能か、そして、その対処方法で思った通

りに成し遂げられるか、などの評価を二次的評価という。 
 一次的評価と二次的評価はストレス要因やストレス反応の強度や質を定める際に、相

互に影響を及ぼしており、さらに、これらの過程から得られる新しい情報や個人の反応

から得た情報に基づき、一次的評価、二次的評価に連続して再評価を行っている。 
上述の認知的評価に基づき、ストレスフルな状況が生じた場合には対処行動（コーピ

ング）が生じる。対処行動とは、ラザルスによれば「負荷をもたらす、または個人の資

源を超える、と評定された特定の外的・内的な要求のために行われる、絶えず変化する

認知的・行動的な努力」のことであり、困難や問題を克服しようと努力することである。
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この対処行動には、認知面に注目した対処法と、情動面に注目した対処法の 2 つの方向

性と計画型、対決型、社会的支援模索型、責任受容型、自己コントロール型、逃避型、

隔離型、肯定評価型の 8 つの型に分類されている。特定の対処行動が精神的健康度に大

きく影響していると言うことはないため 61)、この対処行動の型に優劣はなく、とるべ

き順番も定まっていない。様々な対処行動について知り、生じたストレスフルな問題に

あった対処行動を柔軟にとれるかが重要であるが、個々の場面で採用される対処行動は

状況依存的であり、ストレス要因の性質によって異なる面があると述べている 61)。 
 
b. 健康生成論的アプローチ 

健康生成論とは Antonovsky が提唱した概念である。現代医学における考え方の一つと

しては、個体に疾病がどのように起こってくるかに焦点をあて、疾病の発症する原因や過

程、さらに疾病がもたらす変化に介入することにより予防や治療を目指している。

Antonovsky はこれを疾病生成論と呼んでいる。この疾病生成論においては、疾病の予防

と治療に重点を置いており、不健康な行動の抑制と健康な行動の促進という 2 つのアプロ

ーチによる予防医学的活動が中心となっている。 
一方で健康生成論では、個体が健康な状態を保つことができるのはなぜかというところ

に焦点をあてている。例えば、喫煙が肺癌のリスクとなる 62), 63), 64)ことは知られており、

禁煙や肺癌の早期発見をめざして様々な研究が行われている。健康生成論では、喫煙と健

康の関係について検討する際に、なぜ禁煙に成功する人と失敗する人にわかれるのか、そ

して喫煙によっても肺癌に侵されずにいる人がいるのはなぜか、ということに焦点をあて

ている。これは、個体がどのようにして不健康と考えられる生活習慣から脱し、また、ど

のようにして健康を保持しているのかという視点に基づいており、今後の予防医学活動に

おける方向性を指し示しているとも言える 65)。 
健康生成論的アプローチでは首尾一貫感覚（sense of coherence：SOC）を中核概念と

している。Antonovsky は、アウシュビッツ収容所という過酷な条件下において、精神的

健康を保つことができた人もいれば、そうでなかった人もいることに注目した。首尾一貫

感覚は、その違いはどのような能力によるものなのか、つまり種々のストレス要因や疾病

発生要因の存在にも関わらず、個体が健康を保持することが出来たのは何によるものなの

か、という観点から研究・開発された指標であり、ライフイベントを始めとする種々のス

トレスの影響を大きくしたり小さくしたりするストレス対処能力を示すといわれている

66), 67), 68)。 
首尾一貫感覚は把握可能感、処理可能感、有意味感の 3 つの要素で構成されている。把

握可能感とは、人が内的環境、外的環境からの刺激に直面したとき、その刺激をどの程度

認知的に理解しているものと捉えるかということであり、言い換えると日常のストレスと

なりうる出来事が、混沌としていて無秩序で無作為で偶発的で説明できない雑事としてで

はなく、むしろ秩序だった一貫性のある構造化された明瞭な情報としてどの程度認知して
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いるかということである。 
次に処理可能感とは、人に降りそそぐ刺激に見合う十分な資源を自分が自由に使えると

感じている程度である。高い処理可能感を持っている限り、自分が出来事の犠牲になって

いるとは感じないだろうし、人生は自分にとって不公平だとも思わないし、人生には困難

なことが起こるものだが、それらが起こったとしても柔軟に対処することができて、いつ

までも悲観にくれることはない。 
最後に有意味感とは、人が人生に意味があると感じている程度、つまり、生きているこ

とによって生じる問題や要求の少なくともいくつかはエネルギーを投入するに値し、関わ

る価値があり、ないほうがずっといいと思う重荷というより歓迎すべき挑戦であると感じ

ている程度である。例えば身内の死などに対しても、それを挑戦と受け取って、その挑戦

をすすんで受け止め、それに意味を見出そうと決心し、それに打ち勝つために最善を尽く

すことである。 
以上より、首尾一貫感覚はストレス要因に対する認知的側面に注目するものであり「そ

の人に染みわたった、ダイナミックではあるが持続する確信の感覚によって表現される世

界（生活世界）規模の志向性とされている。それは、第一に、自分の内外で生じる環境刺

激は、秩序付けられた予測と説明が可能なものであるという確信、第二に、その刺激がも

たらす要求に対応するための資源はいつでも得られるという確信、第三に、そうした要求

は挑戦であり、心身を投入し関わるに値するという確信からなる」69)と定義され、ストレ

ス対処能力を反映する指標であると言われている 66), 67), 70)。 
健康生成論では特に資源の重要性を強調している。資源は、一貫性、結果の形成への参

加、過小負荷-過大負荷のバランスという 3 つの特徴をもった人生経験を作り出し、それに

よって強い首尾一貫感覚を形成、あるいは強化するものである。また、そのような資源の

欠如は首尾一貫感覚を弱める経験を提供する。 
日常のストレス要因は、ストレッサー、もしくはノンストレッサーと判断される。スト

レッサーと判断されたものは「問題解決あるいは手段的な問題」と「感情調節的な問題」

という 2 つの問題を生じ、更に自分を脅かすものか、そうでないかに区別される。首尾一

貫感覚の強い人では自己の中で最も適切な資源を導入し手段的な問題を解決する。また感

情調節的な問題に対しては、首尾一貫感覚の弱い人では、不安、激怒、恥辱、絶望、自暴

自棄、当惑など無気力で拡散した感情により無意識の防御機制をもたらす一方、首尾一貫

感覚の強い人では、悲しみ、恐れ、痛み、怒り、罪の意識、悲痛、心配など行動を動機づ

ける感情により有意味感を強くもたらす。これらは焦点が絞られた感情であり、問題が理

解可能であるという感情に一致している。 
資源は状況資源と個人資源に区分される。状況資源には、健康な環境、良好な居住環境

と物的保証、良好な家族機能と社会的接触、および満足な労働条件が含まれる。個人資源

には内的統制感、自己効力感、コーピングスキル、問題解決スキルが含まれる 42)。 
職場における重要な状況資源は以下のものである： 
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・自由裁量権の広さ 
・職務遂行：職務遂行には、あらゆるレベルにおいてスキルと能力が要求される。例

えば、単純な自動車運転スキル、複雑な計画や決定のスキル等（階層的

遂行）である。また、職務活動に関しても、あらゆる局面においてスキ

ルと能力を求められる。例えば、目標設定、仕事の準備、職務遂行のた

めの組織作り、結果の監査等（持続的遂行）である。 
・職務要求の可変性：広汎なコンピテンシーとスキルおよび知識が要求される。 
・融通性のある時間操作 
・仕事の有意義さ 
・職場環境全体、および特定の職務に関して透明性があり、理解し易いこと 
・ソーシャルサポート 

 首尾一貫感覚と身体的健康度、精神的健康度の関連については多くの研究が行われてい

る。多くの研究が、高い首尾一貫感覚がストレス対処能力を反映し、健康の保持増進が可

能となると結論づけている。健康生成論的アプローチは健康の保持増進を行ううえで重要

であると述べている 71)。Nasermoaddeli らは、富山県の某市の職員 1,392 人を対象に調

査を行い、首尾一貫感覚は身体的健康度、精神的健康度、社会関係、社会環境のよさと正

の相関があったと述べている 72)。その他にも精神疾患や職業性ストレスなどの精神的影

響に関する研究、生活習慣病の発症や、悪性疾患など身体的影響に関する研究、また、個

人の主観的な社会的健康度に関する研究がなされている。 
1)首尾一貫感覚の身体的健康度への影響 

近年、食生活の欧米化、車社会の発達、都市社会の成熟化による運動不足、労働環境の

変化によるストレスなどの影響が生活習慣病の増加となって現れており、メタボリックシ

ンドロームといった新たな疾病概念も誕生するなど社会問題化している。その中で、マス

メディアを通じて、健康の保持増進を目的とした情報があふれており、人々の関心の高さ

も窺える。健康生成論においても、首尾一貫感覚が健康の保持増進に重要な役割を果たす

とする身体的健康度との関係の研究が行われている。 
 Agardh らは、4,821 人のスウェーデン人女性に対して糖負荷試験を行い、職業性ストレ

ス、首尾一貫感覚と 2 型糖尿病の関連について調査を行った。その結果、首尾一貫感覚の

低さや仕事におけるストレスは糖尿病発症の危険因子とであると述べている 73)。Lindfors
らは、閉経前の 43 歳女性 244 人を SOC 得点により 3 群分けし、生物学的マーカーの比較

を行ったところ、SOC 得点が高い群では収縮期血圧、コレステロールが低いといった結果

が得られ、首尾一貫感覚の高さが健康な状態から疾病が発症してくる過程で予防的役割を

果たしている可能性があると述べている 74)。また、血管内での炎症が動脈硬化の促進因

子として挙げられているが、Nasermoaddeli らは 1339 人の健康な日本人を対象に高感度

CRP と首尾一貫感覚の関連を調査した。その結果、男性においては高感度 CRP と SOC

得点は逆相関していたと述べている 75)。 
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 その他、Poppius らは、5,866 人の中年男性において、首尾一貫感覚と悪性腫瘍の発生

率について調査を行った。8 年間の追跡の結果、SOC 得点の低い男性では SOC 得点の高

い男性と比較して悪性腫瘍が発症する相対危険度は 1.52 であり、また、55 歳以上に対象

を絞ると、相対危険率は 8 年間の追跡調査で 1.65、12 年間の追跡調査で 1.40 となってい

た。このことから、高い首尾一貫感覚により悪性腫瘍の発症を遅らせることができる可能

性があると述べている 76)。 
2)首尾一貫感覚の精神的健康度への影響 
 首尾一貫感覚はストレス対処能力を反映すると言われており、精神的健康度との関連に

ついての研究が数多くなされている。Lehtinen らは、フィンランドの都市と郊外の 2,999
人を対象とした 1 年間の追跡調査で、初発、再発のうつ病の発症率を調査した。その結果、

1,000 人当たり 28.5 人にうつ病を認めたが、うつ病の予測因子として、慢性疾患を患って

いる、人間関係が希薄だといった要因のほかに首尾一貫感覚の低さを挙げている 77)。
Skarsater らは、初発のうつ病の患者 24 人を一年間追跡したところ、うつ病が改善した患

者では SOC 得点の上昇も認めたとしている 78)。また、Mehlum らは 663 人のノルウェ

ー人に対して、ストレスフルな徴兵初期における首尾一貫感覚、自殺企図、遂行について

調査を行った。その結果、自殺企図と自殺遂行の割合は 21.7%と 2.6％であり、この二つ

を認める対象者では SOC が有意に低かった。よって、SOC 得点の低さは健常人における

自殺企図を予測するのにもよい指標であると述べている 79)。 
その他に、Piegza らは、アルコール依存症の男性 55 人を対象とした調査を行い、首尾

一貫感覚が高いほど、アルコール依存症による精神症状が少なかったと述べている 80)。 
3)首尾一貫感覚の社会的健康度への影響 

上述から首尾一貫感覚が身体的健康度、精神的健康度に影響していることが予想され、

また、健康生成論の概念が人生に対する志向性と関連していることから、本人の社会的健

康度にも影響していると考えられる。Sollerhed らは、301 人の思春期の子供に対する調

査で、身体活動に対して積極的な態度を示す子供では首尾一貫感覚が有意に高いとしてい

る 81)。Axelsson らは、就業前の学生において、SOC 得点が高い群おいて、仕事に対して

の姿勢が有意に前向きであると述べている 82)。さらに、Surtees らは、20,921 人の男女

に対して、ネガティブなライフイベントと首尾一貫感覚の関連を調査したところ、SOC 得

点が低い集団では、ライフイベントへの適応が有意に遅く、首尾一貫感覚は社会適応能力

を反映しているとしている 68)。また、Glanz らは、首尾一貫感覚と喫煙歴が関係すると

述べている 83)。労働者における研究では、Hansen らは、休職から円滑な職場復帰が可能

かどうかを予測する因子の一つとして挙げている 84)。健康問題を抱えている集団におい

ても、首尾一貫感覚が QOL に影響しているという研究も行われており、Ageborg らは、

透析が導入されている患者では、自宅での透析を行い、生活の質も高く群において SOC

得点が高いとしている 85)。また、Abu-Shakre らの SLE の女性における調査では、SOC
得点が高い女性ほど QOL が高いと述べている。 
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メンタルヘルスに影響を及ぼす特定のリスクファクターを減少させることは、その測定

困難性も相まって、現実的には困難なことが多い。しかし、個体的側面に注目した健康生

成論的アプローチは健康の保持増進を行う上で、今後、重要な役割を果たすと考えられて

おり 71)、先行研究からも、職業性ストレスとメンタルヘルスケアにおいて、ストレス対

処能力を反映するとされる首尾一貫感覚の重要性が示唆される。 
 
E. 本研究の目的 
以上の文献的考察により、筑波研究学園都市においてメンタルヘルスケアの問題は、長

期間にわたって労働衛生における課題として存在しており、近年では独立行政法人化など

の労働環境の変化が生じており、筑波研究学園都市の労働環境におけるストレスが強まっ

ている可能性が考えられた。また、地方自治体を中心とした調査では、職場での助け合い

の減少やコミュニケーションの機会の減少といった要因が「心の病」の増加に関連してい

るといった結果が得られているが、筑波研究学園都市においては、職業性ストレスのうち

どういった要因が労働者の精神的健康度に影響を与えているか、またその要因に変化があ

るのかは明らかになっていない。 
さらに、日本の労働衛生の現場で行われているメンタルヘルスについての研究は、外的

要因である職業性ストレスと精神的健康度との関連を中心としたものが多く、NIOSH の

職業性ストレスモデルにおける労働者の内的要因に注目した研究はまだ少ない。労働者の

内的要因については、ストレスに対する対処能力が中心となると考えられる。首尾一貫感

覚は、ストレス対処能力を反映するとされ、NIOSH の職業性ストレスモデルの内的要因

と強く関連する尺度であり、メンタルヘルスと職業性ストレスを考える際にきわめて重要

であると考えられる。しかし、日本における首尾一貫感覚についての大規模に調査した先

行研究はまだ少ない。また、首尾一貫感覚についての概念や精神的健康度、身体的健康度

との関連については徐々に明らかになっているが、ストレス要因に対する対処行動と首尾

一貫感覚との間にどういった関係があるかはまだ明らかになっていない。 
そこで、筑波研究学園都市の労働者を対象に 5 年ごとに行われている大規模な調査を元

に、以下の点について検討することを本研究の目的とすることとした。 
1）筑波研究学園都市の労働者のメンタルヘルスに影響を及ぼす外的要因について 
 筑波研究学園都市の労働者を対象に 2001 年と 2006 年に行った大規模な調査より、職

業性ストレスと精神的健康度基礎データを得ると共に、独立行政法人化やその他の職場

環境の移り変わりによる職業性ストレスの変化について検討した。さらに、職業性スト

レスと精神的健康度との関連について解析を行い、他の研究と比較して筑波研究学園都

市において特徴的な問題が存在しているかについても検討した。 
2）筑波研究学園都市の労働者のメンタルヘルスに影響を及ぼす内的要因について 
 筑波研究学園都市の労働者を対象に 2006 年に行った大規模な調査により、NIOSH の

職業性ストレスモデルにおける労働者の内的要因と考えられ、ストレス対処能力を反映
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するとされる首尾一貫感覚について基礎データを求めた。さらに、具体的な職業性スト

レスに対する対処行動と首尾一貫感覚の関連を明らかにすることにより、首尾一貫感覚

を向上させるための知見を得ることができると考えた。 
上記の二つの検討により、筑波研究学園都市において、今後メンタルヘルスケアを行う

際に NIOSH の職業性ストレスモデルにおける外的要因と内的要因の両側面からアプロー

チすることが可能になり、これまでと比較して効果的な対策を講ずることが可能になると

考えられた。 



 18 

 
 

 

 

 

第Ⅱ章 

 

調査研究－1 

 

筑波研究学園都市における労働者の 

メンタルヘルスに影響を及ぼす外的要因について 

 
（ 参考文献：Journal of Physical Fitness Nutrition and Immunology 2008;18(2) ）
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第Ⅱ章 調査研究－1 

筑波研究学園都市における労働者のメンタルヘルスに 
影響を及ぼす外的要因について 

 
A 目的 
筑波研究学園都市の労働者を対象に 2001 年と 2006 年に行った大規模な調査より、5 

年間での職業性ストレスと精神的健康度基礎データを求めると共に、その変化について検

討した。さらに、職業性ストレスと精神的健康度との関連について解析を行い、他の研究

と比較して筑波研究学園都市において特徴的な問題が存在しているかについても検討した。 
 
B 調査研究の背景 
近年、日本の職場においてうつ病をはじめとした心の健康問題の増加が社会問題となって

おり、労働者のメンタルヘルスの悪化が注目されている。これに対して、厚生労働省が中

心となって様々なメンタルヘルスケアへの方針を打ち出している。しかし、年間の自殺者

数は 2007 年においても 33,093 人と 10 年連続で 3 万人を超えており、そのうち約 25％に

当たる 8,613 人が被雇用者で占められている 16)。また、なんらかの不安を抱える労働者

も 60％を超えていること 86)や、心の健康問題により休職している労働者がいる企業が半

数を超えているなど、労働者を取り巻くメンタルヘルスの状況は改善傾向にあるとは言い

難い。このような状況下において、労働者のメンタルヘルスが悪化した背景や、職場にお

けるメンタルヘルス調査、有効なメンタルヘルスケアに関する介入研究など、職場のメン

タルヘルスに関する調査研究が行われている 12), 72), 87), 88), 89), 90), 91), 92), 93), 94), 

95), 96)。また、科学技術の粋を集めた筑波研究学園都市は、1967 年の閣議了解により建

設が開始されてから 40 年余りが経過した。筑波研究学園都市において最も注目された労

働衛生における問題は、報道を賑わした昭和 60 年代の「つくばシンドローム」という言

葉 1)に象徴された筑波研究学園都市における職員の連続自殺など労働者のメンタルヘルス

に関する問題であった。そのため、昭和 61 年 9 月に筑波研究学園都市交流協議会（以下、

筑協）2)内に「精神衛生対策ワーキンググループ」が設置され、このワーキンググループ

においてメンタルヘルスケアの手引き書「職場のメンタルヘルス Q&A」3)の作成がなされ、

その後の改訂を重ね 4), 5)各機関でメンタルヘルスケアを行う際に活用されてきた。また、

「精神衛生対策ワーキンググループ」は「生活環境専門委員会」、「労働衛生専門委員会」

へと発展し、メンタルヘルスに関する研修会などの活動を推進すると同時に、筑協加盟の

全機関の職員を対象にした全数調査である「筑波研究学園都市研究機関等職員の意識調査」

を昭和 62 年より 5 年ごとに行ってきた。 

第一回から第三回までの調査結果 6), 7), 8)からは、筑波研究学園都市の各機関において、

身体的健康面の自覚症状が 2 割程度だったのに比べて、精神的健康面の自覚症状は 6 割近
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く認められ、特に精神面における問題が多く、大きな課題であることが示されてきた。 
また、筑波研究学園都市においては、2001 年 4 月から行政改革の一環として国立研究

機関が独立行政法人化され、研究機関に求められる役割も変化するとともに、業務の効率

化が求められる 10)といった職場環境の変化があり、そこで働く職員にストレスが生じて

いるとされている 11)。1990 年代以降の日本の職場では、IT 化などの技術革新、雇用形態

の多様化、新たな人事評価雇用制度の導入といった変化が起こっているが、それらの変化

が職場のストレスを強めるとの指摘があり 12)、独立行政法人化という変化に対応するた

めにストレスが強まっている可能性も考えられる。 
これまで、生活環境意識調査は実施年度ごとに調査結果が公表されてきたが、年度間で

の職業性ストレスや精神的健康度の比較は行われていない。また、メンタルヘルスに関す

る問題が注目されていることは明らかだが、職業性ストレスの中でどういった要因が誠意

心的健康度に影響をしているかについても明らかになっていない。 
さらに、近年の職場環境の変化や独立行政法人化によって職場のストレスは強まるので

はないかという推察はされているが、実際に職業性ストレスや精神的健康度の変化につい

ては明らかになっていない。 
そこで、2001 年と 2006 年に筑波研究学園都市交流協議会加盟機関の労働者を対象に実

施した「生活環境意識調査」に基づき、職業性ストレスと精神的健康度の実態を明らかに

した。そして、独立行政法人化やその他の職場環境の移り変わりによる職業性ストレスの

変化の有無について、また、職業性ストレスが精神的健康度へ及ぼす影響について検討す

ることにより、筑波研究学園都市において効果的にメンタルヘルスケアを行うことが可能

になると考えられ、本調査を計画・実施した。 
 
C 対象と方法 
a. 2001 年調査 

a-1. 対象 
2001 年 10 月時点で筑協に加盟していた 96 機関（国立・独立行政法人：41 機関、民

間：42 機関、その他：13 機関）の職員 15,416 名を対象とした。 
a-2. 調査時期 

  2001 年 11 月 
a-3. 質問票の配布と回収 
上記対象に対して、各機関の調査とりまとめ担当者（総務・人事課長レベル）宛てに、

無記名の自記式質問票を事前に郵送し配布した。回答後、回答者自身に封入してもらい、

再度調査取りまとめ担当者を通じて回収を行った。 
回収数は 7,316 名（回収率 47.5%）であった。そのうち 20 歳から 60 歳までの常勤職

員で解析対象項目に欠損値のない 4,376 名を対象とした。男女比については、男性：3,530
名（80.7％）、女性：846 名（19.3%）で、平均年齢は 40.0±9.7 歳であった。職種につ
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いては、研究系：2,240 名（51.2%）、技術系：948 名（21.7%）、事務系：1,121 名（25.6%）

であった。これらを表 1 に示す。また、解析対象から除外した 2,940 名については次の

通りであった。男女比については男性 2,349 名（81.4%）、女性 535 名（18.6%）、平均

年齢は 42.3±11.4 歳、職種については、研究系：773 名（45.7%）、技術系：411 名（25.6%）、

事務系：415 名（25.9%）であった。 
 
b. 2006 年調査 

b-1. 対象 
2006 年 11 月時点で筑協に加盟していた 82 機関（国立・独立行政法人：23 機関、そ

の他：59 機関）の職員 20,742 名を対象とした。 
b-2. 調査時期 

  2006 年 11 月 
b-3. 質問票の配布と回収 
配布、回収方法については、2001 年調査と同様である。 
回収数は 12,009 名（回収率 57.9%）であった。そのうち 20 歳から 60 歳までの常勤

職員で解析対象項目に欠損値のない 7,841 名を対象とした。男女比については、男性：

5,984 名（76.3％）、女性：1,857 名（23.7%）で、平均年齢は 40.8±9.5 歳であった。職

種については、研究系：3,632 名（46.3%）、技術系：1,815 名（23.1%）、事務系：2,150
名（27.4%）であった。これらを表 1 に示す。また、解析対象から除外した常勤職員 1,219
名については次の通りであった。男女比については男性 836 名（68.6%）、女性 365 名

（22.9%）、平均年齢は 46.8 ±11.1 歳、職種については、研究系：492 名（40.4%）、技

術系：238 名（19.5%）、事務系：341 名（28.0%）であった。 
 

c. 質問紙の構成 
  1）職員の属性（性別、年齢、職種、一日あたりの労働時間、一日あたりの睡眠時間） 

2）職業性ストレス簡易評価尺度（BSJS：Brief Scale for Job Stress） 
第一章で述べた Lazarus,R.の理論に基づく日常的なストレッサー、つまり慢性ス

トレス要因の面から捉えた職業性ストレスの指標として「職業性ストレス簡易質問

紙」97)を選択した。職業性ストレス簡易質問紙を選択したのは、その他産業保健の

現場で用いられている職業性ストレスを調査用紙である日本語版 Job Content 
Questionnaire（JCQ）や NIOSH 職業性ストレス調査票にはない以下のような利

点があるためである。 
①1996 年実施の筑研協生活環境委員会の実態調査において使用され、「筑波研究

学園都市職員」の結果が公表されている 98), 99)。 
②JCQ56-63 項目、NIOSH 職業性ストレス調査票 68 項目に対して、20 項目と

いう少ない項目数ながら、高い信頼性がある 97), 98)。 
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③6 次元尺度により結果の解釈が容易である。 
職業性ストレス簡易質問紙は 20 項目からなり、回答は「全くそうでない」「少

しそうである」「まあそうである」「非常にそうである」の 4 段階からなり、こ

れを１～４点の Lickert 尺度化して、因子分析を適用し、「量的負荷」「対人関

係の困難」「質的負荷」「達成感」「同僚上司の支援」「裁量度」の６カテゴリー

を抽出する。それぞれのカテゴリーを構成する質問項目は、以下のとおりであ

る。 
・「量 的負荷」…1、2、3、4 
・「対人関係の困難」…11、12、13 
・「質的負荷」…5、6、7 
・「達成感」…18、19、20 
・「同僚上司の支援」…14、15、16、17 
・「裁量度」…8、9、10 

「量的負荷」「対人関係の困難」「質的負荷」は得点が高いほど仕事のストレス

が高いと考えられ、つまりストレス増強要因といえる。また、「達成感」「同僚

上司の支援」「裁量度」は得点が高いほど仕事のストレスが低いと考えられ、つ

まりストレス緩和要因といえる。 
3）SDS（Self-Rating Depression Scale） 

精神的健康度ならびにストレス反応の結果による精神状態の指標として Zung の

SDS100)を選択した。SDS を選択したのは以下のような利点があるためである。 
① SDS は神経症患者のうつ状態に対しても用いられている 100)。 
② 一般の人々の SDS 得点は、うつ症状の有無というより、気分や精神的、身

体的健康感の表れとみなすことが妥当である事が報告されている 101), 102), 

103), 104)。 
SDS は 20 項目からなり、回答時より一週間以内の状況を４段階で回答し、各回

答の抑うつ性の強いほうから順番に 4,3,2,1 点の Lickert 尺度として扱う。そして、

20 項目の合計点を SDS 得点とする。 
 

d. 倫理的配慮 
  2001 年、2006 年の各調査実施時に、本調査の主旨が労働者のメンタルヘルスケアに

役立てるものであるということ、回答は自由意志によるものであること、無記名の調査

であり回答者のプライバシーに配慮すること、データについては厳重に管理することを

調査票内に明記した。また、調査の主旨に同意した場合にのみ回答を提出するように明

記した。さらに、調査実施に当たっては、調査対象機関が所属する筑波研究学園都市交

流協議会内の労働衛生専門委員会で質問内容、配布、回収方法、データの管理、活用法

などの倫理的事項にについて十分に検討を行い、筑波研究学園都市交流協議会の総会に
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おいて、調査実施の承認を得た。 
 
e. 解析 
  まず、BSJS、SDS 得点の基礎データを得るために、それぞれの調査において男女別、

職種別の得点を求めた。次に 2001 年と 2006 年の変化を検討するために、各職種におけ

る年度間の比較を、職業性ストレスの性差による影響を除くために男女別に対応のない

t 検定を行った。また、職種による職業性ストレス、ストレス反応の違いを明らかにす

るために、各調査において、研究系、技術系、事務系間で、SDS 得点、BSJS の各下位

項目得点について一元配置分散分析を行い、その後の検定として Tukey の検定を行った。

さらに、職業性ストレスと精神的健康度の関連を検討するために、年度別に調査対象全

体、職種別に、SDS 得点を目的変数、BSJS の各下位項目得点を独立変数として、年齢、

性別、労働時間、睡眠時間で調整しステップワイズ法による重回帰分析を行った。有意

水準は 5％とした。 
統計解析には SPSS 15.0 for windows を用いた。 

 
D 結果 
a. 男性における 2001 年と 2006 年間での比較 
   男性における基本属性、SDS 得点、BSJS 各下位項目得点についての結果を表 2 に

示す。男性全体で基本属性である年齢、睡眠時間、労働時間について 2001 年調査と

2006 年調査の間で比較したところ、年齢では 41.3±9.5 歳から 41.8±9.3 歳、労働時間

では 9.7±1.1 時間から 10.2±3.1 時間、睡眠時間では 6.9±1.4 時間から 6.6±1.0 時間と

なっており全てにおいて有意差を認めた。また、各職種別に、同様の比較をしたとこ

ろ、研究系においては、労働時間では 9.9±1.0 時間から 10.4±2.5 時間、睡眠時間では

6.9±1.5 時間から 6.6±1.0 時間となっており労働時間において有意差を認めた。事務系

においては、年齢では 41.9±10.0 歳から 43.2±9.7 歳、労働時間では 9.4±1.1 時間から

9.6±3.1 時間、睡眠時間では 6.9±1.9 時間から 6.6±1.0 時間となっており全てにおいて

有意差を認めた。技術系においては年齢では 39.6±9.4 歳から 41.0±9.5 歳、労働時間

では 9.4±1.1 時間から 10.3±3.6 時間、睡眠時間では 6.9±1.2 時間から 6.5±1.0 時間と

なっており全てにおいて有意差を認めた。 
SDS 得点に関しては、男性全体での比較、各職種での比較のいずれにおいても 2001

年調査と 2006 年調査の間に有意差は認めなかった。 
BSJS の各下位項目得点に関しては、男性全体で 2001 年調査と 2006 年調査の間で

比較したところ、いずれの項目においても有意差は認めなかった。各職種において、

同様の比較をしたところ、研究系においては、ストレス増強要因のうち「量的負荷」

では 2.70±0.75 点から 2.62±0.77 点、「対人関係の困難」では 2.08±0.73 点から

2.02±0.72 点と有意に低下していた。一方、ストレス緩和要因のうち「裁量度」では
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2.99±0.69 点から 2.92±0.64 点と有意に低下していた。事務系においてはいずれの項

目においても有意差は認めなかった。技術系においては、ストレス増強要因のうち「質

的負荷」で 2.37±0.73 点から 2.45±0.72 点と有意に増加していた。 
 
b. 女性における 2001 年と 2006 年間での比較 
   女性における基本属性、SDS 得点、BSJS 各下位項目得点についての結果を表 3 に

示す。女性全体で基本属性である年齢、睡眠時間、労働時間について 2001 年調査と

2006 年調査の間で比較したところ、年齢では 35.0±8.7 歳から 37.5±9.2 歳、睡眠時間

では 6.7±1.2 時間から 6.5±1.1 時間と有意差を認めた。また、各職種において、同様

の比較をしたところ、研究系においては、年齢では 35.0±8.0 歳から 36.6±7.8 歳、睡

眠時間では 6.6±1.2 時間から 6.4±1.0 時間と有意差を認めた。事務系においては、年

齢では 35.8±8.8 歳から 39.3±9.6 歳、睡眠時間では 6.8±1.1 時間から 6.5±1.2 時間と有

意差を認めた。技術系についてはいずれの項目においても有意差を認めなかった。 
SDS 得点に関しては、女性全体での比較、各職種での比較のいずれにおいても 2001

年調査と 2006 年調査の間に有意差は認めなかった。 
BSJS の各下位項目得点に関しては、女性全体で 2001 年調査と 2006 年調査の間で

比較したところ、いずれの項目においても有意差は認めなかった。各職種において、

同様の比較をしたところ、研究系においてはいずれの項目においても有意差を認めな

かった。事務系においては職業性ストレス緩和要因のうち、「達成感」で 2.10±0.75
点から 2.20±0.75 点と有意に増加していた。技術系においては、ストレス増強要因の

うち「量的負荷」で 2.23±0.81 点から 2.06±0.75 点と有意に低下していた。 
 

c. SDS 得点と BSJS 下位項目得点の職種間における比較 
   職種別の SDS 得点と BSJS の各下位項目得点は表 2、3 に示したとおりである。こ

れを職種間で比較した（図 1～14）。 
1）2001 年度：男性 
  SDS 得点については、研究系と事務系の間に有意差を認めた。BSJS の各下位

項目得点については「量的負荷」、「質的負荷」、「裁量度」、「達成感」においては、

全ての職種間で有意差を認めた。「同僚上司の支援」については、研究系と事務系、

研究系と技術系の間に有意差を認めた。「対人関係の困難」では職種間で有意差を

認めなかった。 
2)2001 年度：女性 
  SDS 得点については、職種間での有意差を認めなかった。BSJS の各下位項目

得点については「量的負荷」、「質的負荷」、「裁量度」で研究系と事務系、事務系

と技術系において有意差を認めた。「達成感」については全ての職種間において有

意差を認めた。 
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3)2006 年度：男性 
SDS 得点については、研究系と事務系、研究系と技術系の間に有意差を認めた。

BSJS の各下位項目得点については「量的負荷」、「質的負荷」、「裁量度」、「達成

感」においては、全ての職種間で有意差を認めた。「同僚上司の支援」については、

研究系と事務系、研究系と技術系の間に有意差を認めた。「対人関係の困難」では

職種間に有意差を認めなかった。 
4)2006 年度：女性 

SDS 得点については、職種間での有意差を認めなかった。BSJS の各下位項目

得点については「量的負荷」、「質的負荷」、「達成感」では全ての職種間で有意差

を認めた。「対人関係の困難」については、研究系と事務系の間において、「裁量

度」については、研究系と事務系、研究系と技術系の間において有意差を認めた。

「同僚上司の支援」については職種間での有意差を認めなかった。 
  
d. SDS 得点と BSJS 各下位項目得点間での重回帰分析 
   職業性ストレスが精神的健康度に与える影響を検討するため、SDS 得点を目的変

数、BSJS の各下位項目得点を独立変数とし、年齢、性別、労働時間、睡眠時間で調

整した重回帰分析を行った。結果を表 4 に示す。 
   2001 年調査におけるBSJS各下位項目の標準化偏回帰係数（β）は次の通りであっ

た。ストレス増強要因については「量的負荷」で 0.09、「質的負荷」で 0.26、「対人関

係の困難」で 0.17 でありSDS 得点を増加させる方向に作用していた。ストレス緩和

要因については「達成感」で-0.24、「裁量度」で-0.06、「同僚上司の支援」で-0.07 で

ありSDS 得点を低下させる方向に作用していた。また、本モデルの重決定係数（R2）

は 0.30 であった。 
2006 年調査におけるBSJS各下位項目の標準化偏回帰係数（β）は次の通りであっ

た。ストレス増強要因については「量的負荷」で 0.07、「質的負荷」で 0.25、「対人関

係の困難」で 0.21 でありSDS 得点を増加させる方向に作用していた。ストレス緩和

要因については「達成感」で-0.23、「裁量度」で-0.08、「同僚上司の支援」で-0.08 で

ありSDS 得点を低下させる方向に作用していた。また、本モデルの重決定係数（R2

BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「量的

負荷」で 0.11、「質的負荷」で 0.27、「対人関係の困難」で 0.16 となっておりSDS

）

は 0.33 であった。 
さらに、各調査年度において職種別に職業性ストレスと精神的健康度の影響を検討

するために SDS 得点を目的変数、BSJS の各下位項目を独立変数とし、年齢、性別、

労働時間、睡眠時間で調整した重回帰分析を行った。 
1）2001 年度調査（表 5） 
1-1）研究系 
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得点を増加させる方向に、ストレス緩和要因である「達成感」で-0.26、「同僚上

司の支援」で-0.07 となっておりSDS得点を減少させる方向に作用していた。ま

た、本モデルの重決定係数（R2）は 0.31 であった。 
   1-2）事務系 

BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「質的

負荷」で 0.27、「対人関係の困難」で 0.22 となっておりSDS得点を増加させる方

向に、ストレス緩和要因である「達成感」で-0.20、「裁量度」で-0.12 とSDS得点

を減少させる方向に作用していた。また、本モデルの重決定係数（R2）は 0.31
であった。 

   1-3）技術系 
BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「量的

負荷」で 0.08、「質的負荷」で 0.23、「対人関係の困難」で 0.16 とSDS得点を増

加させる方向に、ストレス緩和要因である「達成感」で-0.23、「同僚上司の支援」

で-0.14 とSDS得点を減少させる方向に作用していた。また、本モデルの重決定

係数（R2）は 0.28 であった。 
2）2006 年度調査（表 6） 
2-1）研究系 

BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「量的

負荷」で 0.08、「質的負荷」で 0.25、「対人関係の困難」で 0.22 とSDS得点を増

加させる方向に、ストレス緩和要因である「達成感」で-0.23、「裁量度」で-0.06、
「同僚上司の支援」で-0.07 とSDS得点を減少させる方向に作用していた。また、

本モデルの重決定係数（R2）は 0.35 であった。 
   2-2)事務系 

BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「量的

負荷」で 0.07、「質的負荷」で 0.24、「対人関係の困難」で 0.20 とSDS得点を減

少させる方向に、ストレス緩和要因である「達成感」で-0.18、「裁量度」で-0.07、
「同僚上司の支援」で-0.08 とSDS得点を減少させる方向に作用していた。また、

本モデルの重決定係数（R2）は 0.29 であった。 
   2-3)技術系 

BSJSの各下位項目の標準化偏回帰係数（β）はストレス増強要因である「質的

負荷」で 0.29、「対人関係の困難」で 0.20 とSDS得点を増加させる方向に、スト

レス緩和要因である「達成感」で-0.21、「裁量度」で-0.09、「同僚上司の支援」

で-0.10 とSDS得点を減少させる方向に作用していた。また、本モデルの重決定

係数（R2）は 0.35 であった。 
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E 考察 
a.  調査対象の集団特性について 
   2001 年、2006 年の各調査は、無記名自記式質問紙により行ったため、同一個体を

対象とした追跡研究にはなっていない。 
この二回の調査間における結果を比較することが可能かを以下に検討する。まず、

各調査における職種の割合は、男性においては研究系:50%、事務系:25%、技術系:25%、

女性においては研究系:30%、事務系:45%、技術系:15%であり、差はほとんど認めな

かった。また、1996 年に行った同調査 98)と比較しても、女性の研究系の割合が増加

しているが、ほぼ同様の割合であった。また、調査対象機関においては公的側面が強

い教育研究機関の占める割合が多く、退職者数と新規採用者数に大きな違いはなく職

場内での年齢構成は安定していることが予想される。実際に対象者の平均年齢も 2001
年調査においては 40.0±9.7 歳、2006 年調査においては 40.8±9.5 歳であり、ほとんど

差は認めなかった。さらに職種別の平均年齢についても、各調査間で有意差はあるも

のの、概ね 1 歳程度の差であった。 
調査対象者における男女比についても、男性が約 80%、女性が約 20％と大きな差

は認めていない。 
さらに、対象機関の特徴として、各調査とも筑波学園都市交流協議会に所属する機

関を対象としているため、勤務地や職務内容の変化は少ないと考えられた。 
したがって、2001 年、2006 年の各調査は筑波研究学園都市交流協議会に加盟する

機関の労働者を対象とした悉皆調査であり、筑波研究学園都市で働く労働者のメンタ

ルヘルスを反映しているととらえることができる。両調査結果を比較し筑波研究学園

都市における労働者の職業性ストレスや精神的健康度の変化についての比較、検討を

行うことは価値のある知見を提供すると考えられた。 
 

b. 職業性ストレスと精神的健康度について 
近年、労働者の職業性ストレスについては様々な研究が行われているが、大規模な

集団を対象として変化を追った研究は数少ない。378 名の労働者を対象として行った

5 年間の追跡研究では、調査前後で得られていた「裁量度」の相関係数は 0.629、「要
求度」の相関係数は 0.551 で、階層別の解析では、職務内容に大きな変化が無かった

群や、学歴が高かった群においては、さらに調査の前後に測定した職業性ストレスの

相関係数が高くなっており、職業性ストレスの変化は小さく、安定していたとしてい

る 87)。看護師を対象とした 4 年間の追跡研究では、調査前後の「裁量度」の相関係

数は 0.60、「要求度」の相関係数は 0.54であり、変化はわずかであったとしている 88)。
情報サービス企業に勤務する 296 名を対象に行った 2 年間の追跡調査では、「量的負

荷」、「質的負荷」は軽減されており、時間経過による慣れや、知識技術の向上、スト

レス対処能力の向上など、個人レベルでの対応の効果が期待できるとしている 89)。
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また、メンタルヘルス対策を行った上で、職業性ストレスを追跡した研究として、管

理職にメンタルヘルス教育を行い、営業職の部下 189 名における職業性ストレスにつ

いて一年間の追跡調査を行ったが、部下の職業性ストレスに変化は認めなかったとし

ている 90)。以上の研究は様々な集団を対象として行われているが、6 カ国で働く労働

者を対象とした研究からも、職業性ストレスは、国や職種によってある程度の傾向が

あるとしている 105)。今回の調査は同一個体を対象とした追跡研究とは異なるが、筑

波研究学園都市交流協議会加盟機関で働く労働者におけるメンタルヘルスの経年的変

化はそれほど大きくなく、安定していることが示唆された。また、職業性ストレスの

いくつかの項目については、調査年度間で有意差を認めたが、実際の得点に注目する

とその差は 0.1 点程度であり標準偏差の 10%程度となっている。さらに、BSJS の各

下位項目得点の計算は Licket 方式（非常にそうである：1 点、まあそうである：2 点、

少しそうである：3 点、全くそうではない：4 点）で行い、各下位項目の質問数で点

数を割り、5 から減ずることによって算出している。従って、BSJS の各下位項目に

おいて、Lickert スケールが 1 段階変化すると「質的負荷」、「達成感」、「裁量度」で

は 0.33 点の、「量的負荷」、「対人関係の困難」、「同僚上司の支援」では 0.25 点から点

の変化となって現れてくる。女性技術系における「量的負荷」については、0.17 点の

差が存在しているが、これは「あまりに仕事が多すぎる」に対する回答が「まあそう

である」から「少しそうである」となるよりも小さい変化である。従って、これらの

有意差は大規模調査であるが故に検出力が高くなったためであり、2001 年度調査と

2006 年度調査間における差はほとんどないと考えられた。 
また、精神的健康度を反映する SDS 得点については、本調査では 2001 年調査にお

いては 30.6±8.8 点、2006 年調査においては 31.0±9.1 点であった。SDS を用いた先

行研究として、465 名の日本の化学薬品会社の従業員に対して行った調査では、男性

373 名（平均年齢 40.8 歳）の SDS 得点は 37.7±6.9 点、女性 92 名（平均年齢 38.2

歳）の SDS 得点は 39.7±7.7 点と報告されている 91)。1,392 人の地域住民を対象に

実施した 1 年間の追跡調査では、精神的健康度に関しては変化を認めなかったとして

いる 72)。242 名の地方公務員（平均年齢 43.4 歳）に行った調査では、SDS 得点を

各設問の回答に対して 0-3 の点数をつけて算出しているが、SDS 得点は 20.8±9.3 点

であったと報告している 92)。東北地方に住む住民 5,676 名の行った調査では、男性

2,602 名（平均年齢 51.9 歳）の SDS 得点は 38.2±7.6 点、女性 2,945 名（平均年齢

52.8 歳）の SDS 得点は 40.3±7.9 点であった 93)。工場に勤務する 254 名（平均年齢

42.7 歳）を対象に行った調査では、SDS 得点は 40.50±7.75 点であった 93)。従来、

筑波研究学園都市においては、他の都市と比較して少ない娯楽施設、職住接近など特

有のストレス要因があることや、自殺者に関する問題もあった 1)。現時点においては

労働者の精神的健康度は他の地域や労働者と比較して良好に保たれていることが示唆

された。これに対して明確な要因は不明であり、今後他の地域との職業性ストレスや、
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生活環境の比較などを行うことにより、明らかにしていく必要があるであろう。 
職種間における職業性ストレス、ストレス反応の比較については、2001 年度、2006

年度の両調査において、研究系では、事務系、技術系と比較して「量的負荷」、「質的

負荷」は高い一方で、高い「達成感」、「裁量度」が得られていた。これには研究系の

職務特性である、常に自ら目標を設定し研究計画をたて、挑戦していくという傾向が

反映されていると考えられる。一方で事務系においては、「達成感」、「裁量度」が教育

職、事務系と比較して低くなっていた。これも組織を運営していくために決まった仕

事を進めていくという事務系の職務内容が反映されていると考えられる。一方、スト

レス反応については、男性において 2001 年、2006 年の両調査において事務系では研

究系よりも SDS 得点が高くなっていたが、女性においては職種間に差は認めなかっ

た。今回の結果からは、男女ともに職種間の職業性ストレスの特徴に大きな違いはな

かったことも含めて考えると、職種間におけるストレス反応の差は、個人的要因や家

庭要因など、職業性ストレス以外の要因の影響も大きいとも考えられる。 
   また、SDS 得点を目的変数、職業性ストレスの各下位項目を独立変数とした重回

帰分析でも、各独立変数における標準偏回帰係数は 2001 年と 2006 年調査間において

変化は小さく、職業性ストレスがストレス反応に対して与える影響に大きな変化はな

いと考えられた。SDS 得点を指標とした際、抑うつ度を悪化させる方向への寄与が

大きかったものとしては「質的負荷」、「対人関係の困難」が挙げられ、抑うつ度を改

善させる方向への寄与が大きかったものとして「達成感」が挙げられた。 
   地方公務員 242 名（平均年齢 43.4 歳）に行った調査では、今以上に良い仕事を見

つけることが難しいことや、同僚の支援が得られにくいとなどの職業性ストレスと抑

うつ症状との間に有意な相関を認めたとしている 92)。国立研究機関の研究系 144 名

に対する調査では、情緒支援ネットワークが少ないほどストレスは強くなることを示

し、周囲からの支援の重要性について述べられている 94)。製造業の会社に勤める 603
人を対象にした調査では、メンタルヘルスに影響する職業性ストレスは職務内容によ

って異なるが、時間に追われていること、問題を多く抱えていること、競争が激しい

ことなどが GHQ 得点の上昇、すなわち身体的精神的健康度に影響する 95)とされて

いる。その他、多くの調査研究が行われているが、国や職種などの労働環境の違いに

よって精神的健康度に影響する要因は様々であることが示唆されている。本研究では、

男女別、職種別に同様の解析を行ったが、いずれの解析においても「質的負荷」、「対

人関係の困難」が抑うつ度を悪化させる方向に、「達成感」が抑うつ度を改善させる方

向に作用していた。IT 化による技術革新や、様々な雇用形態の職員が短いサイクルで

雇われていることにより、職場内におけるコミュニケーションが減少するとともに、

個人で仕事を行う機会が多くなったため 12)「質的負荷」、「対人関係の困難」が精神

的健康度に与える影響が大きくなっている可能性がある。また、筑波研究学園都市に

おいては、短期的な評価が難しい研究系においても、短期間での業績が求められるこ
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とにより研究系間での競争が激しくなっていることも、「質的負荷」、「対人関係の困難」

の影響が大きくなった要因となっている可能性も考えられた。一方、ストレス反応を

軽減するものとしては「達成感」の影響が大きいと考えられた。本研究では、研究系

の占める割合が約 50％と高くなっている。研究系においては、常に新しく、難しい職

務に取り組んでいるため、仕事による達成感がとりわけ大きいと考えられ、こういっ

たことが精神的健康度によい影響を及ぼしているとも考えられるが、事務系、技術系

における重回帰分析の結果からも「達成感」が精神的健康度を維持するために大きく

寄与しており、「達成感」の重要性が示唆された。 
また、「量的負荷」の標準化偏回帰係数の値は、「質的負荷」と比較して小さくなっ

ていた。Michelsen らはスウェーデンにおいて男性 190 名、女性 177 名を対象にした

調査を行い、1 週間に 1 時間以上の時間外労働を行っていることと心身の健康度との

関連は認めなかった 106)としている。江副らは日本の工場労働者（男性 2,132 名、女

性 668 名）を対象に労働時間とメンタルヘルスについての調査を行っているが、一日

の労働時間と GHQ 得点には関連がなかった 96)としている。また、Hobson らは英国

の工場における管理職 41 名を対象に、労働時間、ストレス、精神的健康度について

の調査を行っている。その結果、GHQ 得点と労働時間に関係は認めなかったが、「業

務量が処理できないほど多いか」、「不可能なノルマがあるか」といった心理的な量的

負荷と GHQ 得点、抑うつ度には関連があった 107)としている。一方、市原らが行っ

た公務員を対象とした調査 92)においては、心理的な「量的負荷」と抑うつ度は関連

がなかったとしている。また、本研究においては「裁量度」についても SDS 得点と

の関連はそれほど大きくなかった。これは、市原らが行った公務員を対象とした研究

結果 92)と同様である。本研究においては、一日あたりの労働時間は概ね 9 時間から

10 時間程度であり、客観的な仕事の量的負荷を反映する月当たりの労働時間はそれほ

ど長くないと考えられる。BSJS における「量的負荷」は仕事の量に対する心理的な

負荷を測定するものだが、客観的な指標となる労働時間がそれほど多くない状況であ

れば、休息のための時間が十分に取得できるため、心理的な「量的負荷」を自覚して

いても精神的健康度への影響はあまり大きくないことが予想される。また、それほど

過重労働傾向にない状態においては、裁量度を奪われることが精神的健康度にそれほ

ど大きな影響を及ぼしていない可能性が考えられた。 
それぞれの重回帰分析は同一モデル内での解析ではないため、標準化偏回帰係数を

単純に比較することはできないが、それぞれの解析における BSJS 各下位項目の標準

化偏回帰係数には大きな変化はなく、筑波研究学園都市における労働環境の特徴とし

て、メンタルヘルスを悪化させる要因として「質的負荷」と「対人関係の困難」が、

メンタルヘルスを改善させる要因として「達成感」が及ぼす影響が大きいと推測され

た。 
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F. 結論 
日本における労働環境の変化は急速に進んでおり、筑波研究学園都市においても独

立行政法人化や新しい人事評価制度の導入、雇用形態の多様化などの変化を認め、職

業性ストレスが強まる、精神的健康度が悪化していることが予想された。しかし、両

調査間における男女、職種別の職業性ストレスと精神的健康度に大きな変化は認めな

かった。 
職種間における職業性ストレス、精神的健康度の比較については、2001 年度、2006

年度の両調査において研究系は、事務系、技術系と比較して「量的負荷」、「質的負荷」

は高い一方で、「達成感」、「裁量度」が多く得られている、といった結果となっていた。

一方で事務系においては、「達成感」、「裁量度」が研究系、技術系と比較して低くなっ

ていた。一方、精神的健康度については、2001 年、2006 年の両調査において男性に

関しては、事務系は研究系よりも SDS 得点が高くなっていた。従って、「量的負荷」

「質的負荷」といったストレス増強要因がある程度存在していても、「達成感」「裁量

度」などのストレス緩和要因を高めることにより、精神的健康度が保てる可能性が示

唆された。しかし、男女ともに職種間の職業性ストレスの特徴に大きな違いはなかっ

たことを考えると、職種間におけるストレス反応の差は、NIOSH の職業性ストレス

モデルにおける外的要因である職業性ストレス以外の内的要因や家庭要因などの影響

が存在しているとも考えられた。 
さらに、2001 年、2006 調査のそれぞれにおいて職業性ストレスと精神的健康度の

関連についてを検討するために行った重回帰分析は、同一モデル内での解析ではない

ため標準化偏回帰係数を単純に比較することはできないが、それぞれの解析における

BSJS 各下位項目の標準化偏回帰係数には大きな変化はなく、筑波研究学園都市にお

ける労働環境の特徴として、メンタルヘルスを悪化させる要因として「質的負荷」と

「対人関係の困難」が、メンタルヘルスを改善させる要因として「達成感」が及ぼす

影響が大きいと推測された。 
また、今回の調査結果では「量的負荷」「裁量度」が精神的健康度に及ぼす影響が小

さかった。これは、今回の対象者における一日あたりの平均労働時間が 9 時間から 10
時間とそれほど過重労働傾向になく、裁量度が奪われることが精神的健康度にそれほ

ど大きな影響を及ぼしていない可能性が考えられた。 
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第Ⅲ章 調査研究－2 
筑波研究学園都市における労働者の 

メンタルヘルスに影響を及ぼす内的要因について 
 
A 目的 
 筑波研究学園都市の労働者を対象に 2006 年に行った大規模な調査により、NIOSH の職

業性ストレスモデルにおける労働者の内的要因と考えられる首尾一貫感覚について基礎デ

ータを求めるとともに、外的なストレス要因に対する具体的な対処行動との関連について

検討し、首尾一貫感覚を向上させるための知見を得ること目的とした。 
 
B 調査研究の背景 
近年、職場においてうつ病をはじめとしたストレス性精神疾患の増加が社会問題となっ

ており、労働者のメンタルヘルスの悪化が注目されている。これに対して、厚生労働省が

中心となって様々なメンタルヘルス対策を打ち出している。しかし、年間の自殺者数は

2007 年においてもなお 33,093 人と 10 年連続で 3 万人を超えており、そのうち約 25％に

あたる 8,613 人が被雇用者で占められているという現状にある。16)。また、不安を抱える

労働者も 60％を超えていること 86)や、心の問題により休職している労働者がいる自治体

が半数を超えているなど 13)、労働者を取り巻くメンタルヘルスの状況は改善していると

は言い難い。 
このような状況下において、労働者のメンタルヘルスが悪化した背景や、職場における

メンタルヘルス調査、有効なメンタルヘルス対策に関する介入研究など、職場のメンタル

ヘルスに関する調査研究が行われてきた。1990 年代以降の日本の職場では、IT 化などの

技術革新、雇用形態の多様化、新たな人事評価雇用制度の導入などの変化が起こり、それ

らの変化が職場のストレスを強めたとの指摘がある 12)。従来の研究の多くが職業性スト

レスやストレス反応の定量化に焦点を当ててきた。しかし、これらの研究において定量化

された指標では、たとえストレッサーのうち時間や労働量などの客観的量的要素が同等で

あっても、ストレス経験の認知様式などの主観的質的要素の影響を受けるとされる 108)。
ストレスに関連する主観的要素として、ストレス認知様式と関連する健康生成説の中核概

念である首尾一貫感覚が注目されており 69)、先行研究から首尾一貫感覚と心身の健康度

との関連についての知見が集まりつつある 71), 72)。首尾一貫感覚の提唱者である

Antonovsky 博士によれば、この首尾一貫感覚は、「結果の形成への参加」や「負荷の過大、

過小のバランス」などを中心とした長年にわたる経験の積み重ねにより向上すると考えら

れており 70)、どのような経験が重要なのかについても実証的研究の実施が必要であると

されている。しかし、日本人において首尾一貫感覚の基礎データを含む調査はまだ十分に

行われていない。また、首尾一貫感覚はストレスに対する認知的側面と関連し、ストレス
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対処能力を反映する 66), 67), 70)とされているが、外的なストレス要因に対する対処行動と

首尾一貫感覚との間にどのような関連があるかについても明らかではない。よって、首尾

一貫感覚と対処行動の間にどのような関連があるかを明らかにすることにより、内的であ

る首尾一貫感覚を向上させるための知見を得ることができると考えた。 
よって、我々は、筑波研究学園都市の労働者を対象とした調査より、労働者における首

尾一貫感覚の特徴を明らかにすると共に、首尾一貫感覚と外的なストレス要因に対する対

処行動との関連を明らかにすることを目的とし、検討を行った。 
 
C 対象と方法 
a. 対象 

対象は 2006 年 11 月時点で筑波研究学園都市交流協議会（以下、筑協）に加盟してい

た 82 機関（国立・独立行政法人：23 機その他：59 機関）の職員 20,742 名とした。 
b. 調査時期 
  2006 年 11 月 
c. 質問票の配布と回収 

上記対象に対して、各機関の調査とりまとめ担当者（総務・人事課長レベル）宛てに、

無記名の自記式質問票を事前に郵送し配布した。回答後、回答者自身に封入してもらい、

再度調査取りまとめ担当者を通じて回収を行った。 
回収数は 12,009 部（回収率 57.9%）であった。そのうち 20 歳から 60 歳まで職員の

うち解析対象項目に欠損値のない 10,317 部を対象とした。男女比については、男性：

6,840 部（66.3％）、女性：3,477 部（33.7%）で、平均年齢は 40.4±9.6 歳であった。対

象数は 20歳代：1,461部（14.2%）、30歳代：3,626部（35.1%）、40歳代：3,054部（29.6%）、

50 歳以上：2,176 部（21.1%）であった。これを表 7 に示す。 
 

d. 質問票の構成 
 d. 質問票の構成 
  質問項目は巻末資料の質問票の通りであるが、今回の研究仮説検証のため、解析に使

用した項目は以下の 3 つである。 
1）職員の属性（性別、年齢） 
2）コーピング特性簡易評価尺度（BSCP：Brief Scale for Coping Profile） 

BSCP は、ストレスに対するコーピング特性を調べるものであり、産業保健の現

場において簡便に用いることを目的として作成された 18 項目 4 件法からなる質問

紙である。BSCP は以下の下位項目から構成されている。参考までに、それぞれの

カテゴリーを構成する質問番号を挙げる（質問紙については付録の資料を参考）。 
① 積極的問題解決・・・1,2,3 
② 回避と抑制・・・13,14,15 
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③ 気分転換・・・7,8,9 
④ 視点の転換・・・16,17,18 
⑤ 問題解決のための相談・・・4,5,6 
⑥ 他者を巻き込んだ情動発散・・・10,11,12 

  「積極的問題解決」は問題に直接焦点を当てて解決を図ろうとするものであり、

「問題解決のための相談」と並び、問題焦点型対処に属するとされている。これに

対して「気分転換」、「他者を巻き込んだ情動発散」はストレス源となる問題から離

れ、カタルシスを図ろうとする情動中心型対処に属するとされる。「回避と抑制」も

同様に情動中心型対処行動に含まれる。「視点の転換」は物事の捉え方を変えること

により、ストレスに伴う不快感情を解消しようとするものである 61)。 
 
3）首尾一貫感覚（SOC：Sense of Coherense） 

首尾一貫感覚とは第Ⅰ章で述べたとおり、把握可能感、処理可能感、有意味感か

ら構成され、個人のストレス対処能力を鋭敏に示す 109)とされている。これは、29
項目 7 件法の質問紙によって測定され、近年、臨床現場においても実際にこの質問

紙を用いた健康生成論の実践的研究が行われている。例えば SOC が低い群では自

殺念慮や自殺完遂の危険率が有意に高く 79)、また 、SOC が高い群では収縮期血圧、

血清コレステロール値が有意に低くなっている 74)といった実証研究が積み重ねら

れている。本研究においては、山崎らによって信頼性と妥当性が確認され 110)、実

際に使用されている 111)日本語版 SOC29 項目版を使用した。 
 

 
e. 倫理的配慮 
  調査実施時に、本調査の主旨が労働者のメンタルヘルスケアに役立てるものであると

いうこと、回答は自由意志によるものであること、無記名の調査であり回答者のプライ

バシーに配慮すること、データについては厳重に管理することを調査票内に明記した。

また、調査の主旨に同意した場合にのみ回答を提出するように明記した。さらに、調査

実施に当たっては、調査対象機関が所属する筑協内の労働衛生専門委員会で質問内容、

配布、回収方法、データの管理、活用法などの倫理的事項にについて十分に検討を行い、

筑協の総会において、調査実施の承認を得た。 
 
f. 解析 
  まず、SOC 得点と BSCP の各下位項目得点について男女別、年代別での素得点を計

算し、男女間、年代間での比較を行った。 男女間の比較は、独立したサンプルで t 検定

を行った。年代間の比較は一元配置分散分析を行い、その後の検定として Tukey の検定

を行った。次に、SOC 得点と年齢間におけるピアソンの相関係数を求めた。さらに、首



 36 

尾一貫感覚とストレスに対する対処行動との関係を検討するために、SOC 得点を目的変

数、BSJS の各下位項目得点を独立変数とし、年齢、性別で調整したステップワイズ法

による重回帰分析を行った。全ての解析を SPSS  15.0 for windows により行った。 
 
D 結果 
a. SOC 得点について 
対象者の SOC 得点の結果を表 8 に示す。対象者の SOC 得点の平均は 125.9± 21.7 点で

あった。男女間の比較では、男性で 126.1±21.8 点、女性で 124.7±21.5 点であり男性にお

いて有意に高く（p<0.01）なっていた。SOC 得点と年齢の相関係数は 0.10 であり有意な

相関（p<0.001）を認めた。SOC 得点を隣り合う年代で比較すると、30 歳代（124.2±22.3
点）と 40 歳代（126.0±21.4 点）との間、40 歳代（126.0±21.4 点）と 50 歳代（129.1±20.7
点）との間において有意差（p<0.05）を認めた。 
 
b. BSCP について 
男女別、年代別の BSCP の各下位項目得点を表 8 に示す。「気分転換」、「視点の転換」、

「問題解決のための相談」、「他者を巻き込んだ情動発散」については、男性において有意

に高く（p<0.01）なっていた。全ての BSCP の各下位項目得点は年代と有意に負の相関を

示していた（p<0.001）。年代間での比較については、次の通りであった。20 歳代と 30 歳

代との間では、「気分転換」、「問題解決のための相談」、「他者を巻き込んだ情動発散」にお

いて有意に 30 歳代で低く、30 歳代と 40 歳代との間では「積極的問題解決」、「気分転換」、

「問題解決のための相談」、「他者を巻き込んだ情動発散」において 40 歳代で有意に低く、

40 歳代と 50 歳代との間では、「積極的問題解決」、「回避と抑制」、「気分転換」、「問題解決

のための相談」、「他者を巻き込んだ情動発散」において 50 歳代で有意に低くなっていた。 
 
c. SOC 得点と BSCP の各下位項目得点の相関関係 
 SOC 得点と BSCP の各下位項目得点の相関係数を表 9 に示す。BSCP の各下位項目得

点のうち SOC 得点と正の相関を認めた項目は「積極的問題解決」（r=0.18）、「気分転換」

（r=0.09）、「視点の転換」（r=0.24）、「問題解決のための相談」（r=0.21）、であった。一方、

BSCP の各下位項目得点のうち SOC 得点と負の相関を認めた項目は「回避と抑制」（r=－
0.34）、「他者を巻き込んだ情動発散」（r=－0.26）であった。 
 
d. SOC 得点と BSCP の各下位項目得点間での重回帰分析 
 SOC得点を目的変数、BSCPの各下位項目得点を独立変数とし、年齢、性別で調整した

ステップワイズ法による重回帰分析の結果を表 10 に示す。BSCPの各下位項目の標準化偏

回帰係数は「積極的問題解決」で 0.03、「回避と抑制」で－0.34、「気分転換」で 0.08、「視

点の転換」で 0.28、「問題解決のための相談」で 0.13、「他者を巻き込んだ情動発散」で－
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0.17 となっていた（全ての項目でp<0.01）。本モデルの重決定係数（R2

個々の場面で採用される対処様式は、状況依存的であるとも考えられている。ストレス

要因に対して、常に同じ対処様式をとっていることはほとんどなく、性別、年齢や社会的

背景、自覚しているストレス要因によって異なる 116)。また、個人の中で時間の経過とと

もに対処様式が変わることは多く経験され、実際に、年齢が低いほどストレス反応が高い

こと、ストレスに対する対処行動が多く出現すること、性別、年代などの背景状況によっ

て選択される対処様式が異なることが示唆されている 117)。本研究結果でも、表 8 に示し

たように性別、年代などの背景によってストレスに対する対処行動が異なることが示唆さ

れた。また、年齢が低いほど BSCP の各下位項目得点が高くなっており、年齢が低いほど

ストレスに対してより多くの対処行動を活用している可能性が考えられ、先行研究を支持

するものであった。 

）は 0.27 であった。 
 
E 考察 
a. 首尾一貫感覚について 

小川らは 369 名の事務系を対象に行った調査結果から、男性 289 名（平均年齢 39.7±11.8
歳）における SOC 得点の平均が 126.0±26.9 点、女性 80 名(平均年齢 32.8±10.4 歳)におけ

る SOC 得点の平均が 128.9±21.0 点と報告 112)しており、今回の結果と比較すると、大き

な差は認めていない。今回の結果では女性と比較して男性において SOC 得点は有意に高

くなっていた。また、年齢と SOC 得点も正の相関を示していた。しかし、先行研究にお

いては、異なった結果も得られている。高山らは東京に住む 410 名を対象にして行った調

査から、SOC 得点と年齢、性別、職種、婚姻状態、子供の有無との関連は認めなかった

111)としている。Bengtsson-Tops と Hansson は統合失調症の患者を対象に行った調査か

ら SOC 得点と年齢には関連を認めなかった 113)としている。先述した小川らが行った調

査 112)では、SOC 得点に男女差は認めなかったが、女性においてのみ年齢と SOC 得点が

負の相関を示していたと報告している。一方、松下らは精神科に入院した患者で退院時に

症状が落ち着いていた 112 名を対象に行った調査から、SOC 得点と年齢は正の相関を示し

ていたと報告 114)している。これまでの結果から性別、年齢と SOC 得点の関連について

一貫した結果は得られていないが、Antonovsky 博士は「結果の形成への参加」や「負荷

の過大、過小のバランス」などを中心とした経験の積み重ねが重要としており、Antonovsky

が行った調査 69), 115)においても、女性より男性において、また、年齢が高い青年におい

て SOC 得点が高かったと報告している。今回の筑波研究学園都市の労働者を対象に行っ

た調査からは、男性において女性より SOC 得点が高く、年齢が高いほど SOC 得点が高い

といった結果となっており、Antonovsky の報告と矛盾せず、結果を支持するものと考え

られた。 
 
b. ストレスに対する対処行動について 
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b. 首尾一貫感覚と対処行動の関係について 

今回の調査では、首尾一貫感覚とストレスに対する対処行動との間の関連が示唆された。

Antonovsky 博士が述べているように、首尾一貫感覚は日常遭遇するストレスに対して特

定の対処を促すものではなく、ストレスに対する認知をコントロールするとともに利用可

能な資源から適切なものを選択して対処することを可能にするものであると考えられる

69), 115)。よって、首尾一貫感覚が特定の対処行動ではなく、様々な対処行動との間に相

関を示すことは十分可能性があると考えられる。しかし、首尾一貫感覚が低いことにより、

労働者がストレスを軽減するために適切な対処行動を模索せずに「回避と抑制」、「他者を

巻き込んだ情動発散」といった情動中心型の対処行動に偏ってしまう傾向があるとも言わ

れている 69), 115)。 
BSCP の各下位項目の中で、主に「積極的問題解決」、「問題解決のための相談」、「視点

の転換」が SOC 得点に対して正の方向に作用していた。Lazarus や他の研究者は、「積極

的問題解決」、「問題解決のための相談」は問題中心型の対処行動に、「視点の転換」、「気分

転換」については、個人の認知的側面をコントロールすることによりストレスを軽減する

ことを目的とする情動中心型の対処行動に分類している 116), 118), 119), 120), 121), 122)。
しかし、「視点の転換」については認知面をコントロールすることにより、解決を導くもの

であるため、問題中心型の対処行動に分類している研究 117)がある。一方で、「視点の転

換」は「積極的問題解決」とも相関していることから、問題から注意をそらす「気分転換」

とは違った方向の対処行動である 61)ことも示されている。したがって、「問題解決のため

の相談」、「視点の転換」は問題解決につながる課題中心型の対処行動と考えられ、これら

の対処様式が首尾一貫感覚に対して正の方向に作用していると考えられた。 
 一方、BSCP の各下位項目の中で「回避と抑制」、「他者を巻き込んだ情動発散」が、SOC
得点に対して負の方向に作用していた。「他者を巻き込んだ情動発散」は不快な感情を他者

に聞いてもらうことによりカタルシスを得る対処行動であり、「回避と抑制」は不快な感情

を無意識下に抑圧する対処行動であり、これらの対処行動は情動中心型の対処行動に分類

されている 117)。 
 また、対処行動と精神的健康度との関連については、市原らが 242 名の公務員を対象に

して行った調査では、課題優先型の対処行動では抑うつ度と負の相関を、情緒中心型の対

処行動では抑うつ度と正の相関を示していた 92)としている。また、影山らは、抑うつ度

と対処行動の関係として「積極的問題解決」は負の相関を、「回避と抑制」では正の相関を

示した 61)としている。 
首尾一貫感覚は、「結果の形成への参加」や「負荷の過大、過小のバランス」などを中心

とした経験の積み重ねによって形成されるとされ 70)、高山らが行った追跡研究において

も、首尾一貫感覚が低い集団において、ストレスフルなライフイベントが多いほど翌年の

首尾一貫感覚が低下していたと報告 111)されている。したがって、先行研究を踏まえて本
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研究結果を考えると、課題中心型の対処様式を選択することにより成功体験が導かれ、「結

果の形成への参加」や「負荷の過大、過小のバランス」が得られる可能性が考えられる。

また、この対処様式により、ストレス要因が解決方向に向かうとともにストレス反応も軽

減される。この経過がその後の首尾一貫感覚の向上につながると考えられる。逆に、情動

中心型の対処様式を選択していると、一次的に自覚的なストレスは軽減されるが、課題を

乗り越えることはできず、成功経験は得ることはできない。したがって、結果的にストレ

ス反応も改善されないと考えられる。こうした一連の経過が、その後の首尾一貫感覚の低

下につながると考えられる。このように、首尾一貫感覚と対処行動との間には、以上のよ

うな相互作用が存在していることが推測される。 
しかし、首尾一貫感覚と対処行動の関係については、首尾一貫感覚が個体特有のもので

あり、そこからストレス要因に対する認知と対処行動が決まってくるという可能性も考え

られる。首尾一貫感覚が高いことによって、日常のストレスにより前向きに対処できるこ

とは先行研究から示唆されている 66), 67), 68)。上司の首尾一貫感覚が高ければ、その部下

におけるストレス反応を低く保つことができるといったこと 123)や、首尾一貫感覚が低い

ことは、慢性疾患を抱えていることや、希薄な人間関係同様にうつ病と関連していること

が示されている 77)。また、うつ病が改善すると首尾一貫感覚も上昇する 78)、徴兵初期に

おける低い首尾一貫感覚は自殺企図や自殺死亡の予測因子になる79)といった研究からも、

ストレス要因が個人に降りかかる際に、首尾一貫感覚がストレス要因に対する認知を修飾

し、首尾一貫感覚が高いことによりストレス要因に対して前向きに対処することが出来る

とも考えられる。 
 本研究は横断研究であるため、首尾一貫感覚と対処行動の因果関係を明らかにすること

は不可能である。今後、ストレスに対して特定の対処行動を選択することにより首尾一貫

感覚がどう変化するのかについて追跡調査を行う必要がある。 
 
F 結論 
本調査は筑協に加盟する機関で働く労働者を対象として行われたものであり、結果をそ

のまま日本人労働者の全てに当てはめることは難しいが、大規模な労働者の集団において、

性別、年代別の首尾一貫感覚の傾向が明らかになった（表 8）。その結果は、首尾一貫感覚

は女性より男性において、また、年齢が上がるにつれて高くなるというものであり、

Antonovsky の説を支持するものであった。 
首尾一貫感覚と対処行動との関係については、課題中心型の対処行動である「問題解決

のための相談」、「視点の転換」といった対処行動が首尾一貫感覚に対して正の方向に作用

し、「回避と抑制」、「他者を巻き込んだ情動発散」といった情動中心型の対処行動が首尾一

貫感覚に対して負の方向に作用していることが示唆された。先行研究を踏まえて本研究結

果を考えると、課題中心型の対処様式を選択することにより、成功体験が導かれ「結果の

形成への参加」や「負荷の過大、過小のバランス」が得られると考えられる。また、この
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対処様式により、ストレス要因が解決方向に向かうとともにストレス反応も軽減される。

こうした一連の経過がその後の首尾一貫感覚向上につながると考えられる。逆に、情動中

心型の対処様式を選択していると、一次的に自覚的なストレスは軽減させるが、課題を乗

り越えることはできず成功経験は得ることはできない。したがって、結果的にストレス反

応も改善されないと考えられる。この経過が、その後の首尾一貫感覚の低下につながると

考えられる。首尾一貫感覚と対処行動との間には、以上のような相互作用が存在している

ことが推測された。 
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第Ⅳ章 まとめ 

 
A. 筑波研究学園都市における労働者のメンタルヘルスについて 
日本における労働環境の変化は急速に進んでおり、筑波研究学園都市においても独立行

政法人化や新しい人事評価制度の導入、雇用形態の多様化などの変化を認め、職業性スト

レスの強まりとともに、精神的健康度が悪化していることが予想された。しかし、2001
年度、2006 年度の両調査間における男女、職種別の職業性ストレスと精神的健康度に大き

な変化は認めず、安定していることが示された。 
職種間における職業性ストレス、精神的健康度の比較については、両調査において研究

系は、事務系、技術系と比較して「量的負荷」、「質的負荷」は高いが、「達成感」、「裁量度」

を強く感じている、といった結果となっていた。事務系においては、「達成感」、「裁量度」

が研究系、技術系と比較して低くなっていた。一方、精神的健康度については、2001 年、

2006 年の両調査において男性に関しては、事務系は研究系よりも SDS 得点が高くなって

いた。したがって、「量的負荷」「質的負荷」といったストレス増強要因がある程度存在し

ていても、「達成感」「裁量度」などのストレス緩和要因を高めることにより、精神的健康

度が保てる可能性が示唆された。しかし、男女ともに職種間の職業性ストレスの特徴に大

きな違いはなかったことを考えると、職種間におけるストレス反応の差は、NIOSH の職

業性ストレスモデルにおける外的要因である職業性ストレス以外の内的要因や家庭要因な

どの影響が存在しているとも考えられた。 
さらに、2001 年、2006 年調査のそれぞれにおいて職業性ストレスと精神的健康度の関

連についてを検討するために行った重回帰分析は、同一モデル内での解析ではないため標

準化偏回帰係数を単純に比較することはできないが、それぞれの解析における BSJS 各下

位項目の標準化偏回帰係数には大きな変化はなく、筑波研究学園都市における労働環境の

特徴として、メンタルヘルスを悪化させる要因として「質的負荷」と「対人関係の困難」

が、メンタルヘルスを改善させる要因として「達成感」が及ぼす影響が大きいと推測され

た。 
また、両調査結果では「量的負荷」「裁量度」が精神的健康度に及ぼす影響が小さかった。

これは、今回の対象者における一日あたりの平均労働時間が 9 時間から 10 時間とそれほ

ど過重労働傾向になく、裁量度が奪われることが精神的健康度にそれほど大きな影響を及

ぼしていない可能性が考えられた。 
 

B. 首尾一貫感覚とストレス対処行動について 
本調査は筑協に加盟する機関で働く労働者を対象として行われたものであり、大規模な

労働者の集団における性別、年代別の首尾一貫感覚の傾向が明らかになった（表 8）。その

結果は、首尾一貫感覚は女性より男性において、また、年代が上がるにつれて高くなると
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いうものであり、Antonovsky の説を支持するものであった。 
首尾一貫感覚と対処行動との関係については、課題中心型の対処行動である「問題解決

のための相談」、「視点の転換」といった対処行動が首尾一貫感覚に対して正の方向に作用

し、「回避と抑制」、「他者を巻き込んだ情動発散」といった情動中心型の対処行動が首尾一

貫感覚に対して負の方向に作用していることが示唆された。先行研究を踏まえて本研究結

果を考えると、課題中心型の対処様式を選択することにより、成功体験が導かれ「結果の

形成への参加」や「負荷の過大、過小のバランス」が得られる。また、この対処様式によ

り、ストレス要因となっている出来事が解決方向に向かうとともにストレス反応も軽減さ

れる。この経過がその後の首尾一貫感覚の向上につながると考えられる。逆に、情動中心

型の対処様式を選択していると、一時的に自覚的なストレスは軽減させるが、課題を乗り

越えることはできず成功経験は得ることはできない。従って、結果的にストレス反応も強

くなり、この経過が、その後の首尾一貫感覚の低下につながると考えられる。首尾一貫感

覚と対処行動との間には、以上のような相互作用が存在していることが推測された。 
 
C. 労働者のメンタルヘルスの改善への知見 
職場におけるメンタルヘルス対策は労働衛生において重要視されており、本研究結果か

ら労働者のメンタルヘルスを向上させるための知見をまとめる。 
NIOSH の職業性ストレスモデルにおける外的なストレス要因については、第Ⅱ章でも

述べたように、「量的負荷」、「質的負荷」を適切にコントロールし、「達成感」、「裁量度」

を高めるような職務設定を行うことにより精神的健康度を改善できる可能性が示唆された。

しかし、近年の日本の労働環境は多様化が進み、職務が細分化されるとともに人的資源も

限られているため、個人が広い範囲の職務を負っており、外的要因をコントロールするこ

とは容易ではないことも事実である。また、「対人関係の困難」が両調査において精神的健

康度に与える影響も大きく、メンタルヘルスケアが社会問題となった背景には、職場にお

けるコミュニケーションの問題が存在していることが推測された。 
一方で、労働者の個人的側面に対しても注目する必要がある。本研究においては、労働

者の内的要因としてストレス対処能力を反映する首尾一貫感覚に着目した。第Ⅲ章の結果

から、「視点の転換」、「問題解決のための相談」といった課題中心型の対処行動をとること

によって首尾一貫感覚が向上する可能性があることが示唆された。首尾一貫感覚を向上さ

せることにより、外的なストレス要因に直面した際に、ストレス要因に対する認知をコン

トロールし、適切な対処行動を選択することが可能となるとともに、ストレス要因が精神

的健康に及ぼす影響を軽減し、良好な精神的健康度を維持することが可能になると考えら

れる。 
職場におけるメンタルヘルスケアについては、これまで外的なストレス要因に注目した

研究が多く、負荷の適切なコントロールと裁量権、達成感の拡大といった広義な対策が提

案されている。今回、NIOSH の職業性モデルに基づいた外的要因、内的要因の両面から
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の検討に基づくと、職場におけるメンタルヘルスケアを行う上で職場内のコミュニケーシ

ョンを良好にすることの重要性が示唆された。 
職場内でのコミュニケーションを良好にすることは、すなわち「対人関係の困難」の改

善につながる。職場内での良好な人間関係が構築されることにより、日常のコミュニケー

ションも促進され、仕事の問題について積極的に相談することができ「視点の転換」、「問

題解決のための相談」といった課題中心型の対処行動を多く選択することとなる。また、

錦戸らは職業性ストレスについて「同僚・上司の支援」が「達成感」、「裁量度」とは正の

相関を、「質的負荷」とは負の相関をしていること、そして「対人関係の困難」は「量的負

荷」と正の相関をしていること 97)を示している。したがって、職場の人間関係を改善す

ることにより「質的負荷」、「量的負荷」も軽減されることとなる。その結果、仕事をこれ

までよりも円滑に遂行することが可能となるとともに、これにより成功体験も得ることが

でき、「達成感」や首尾一貫感覚の向上につながる。また、このような職場の雰囲気が形成

されると「同僚・上司の支援」を感じることが可能となる。つまり、職場内でのコミュニ

ケーションを良好にすることによって外的なストレス要因であるストレス増強要因、スト

レス緩和要因の双方を適切にコントロールできるとともに、首尾一貫感覚という内的要因

の向上という 2 つの方向からのアプローチが可能となる。これがは相乗的に外的要因の改

善とストレス対処能力という内的要因を向上という効果をもたらし、メンタルヘルスを良

好に維持させる可能性が推測された。 
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第Ⅴ章 本研究の限界と課題 

 
本研究は、筑波研究学園都市の労働者を対象とした無記名自記式質問紙による横断研究

であることなどから以下に挙げる限界が存在すると考えられる。 
1)標本抽出の問題から筑波研究学園都市の研究機関における職員にその結果が限定され

ている。筑波研究学園都市は、国の政策により研究機関が集中しているためホワイト

カラーを中心に構成されており、一般的な事業場と比較することは難しい。しかし、

事務系の職務内容は総務、人事労務、経理などであり、一般的な事業場における事務

部門と大きな違いはないと考えられる。また、日本の各地域や海外においても研究機

関が集中している同様の地域があり、他の研究学園都市との比較も今後の課題である

と考えられた。 
2)2001 年、2006 年の各調査は、無記名自記式質問紙を用いて行ったため、同一個体を

対象とした追跡研究にはなっていない。そのため、対象機関、対象者の入れ替わりに

よるバイアスが存在していると考えられる。各調査における回収率は 50%前後となっ

ており、大規模な自記式の調査としては比較的高い回収率であった。しかし、質問数

が多かったため仕事が忙しい労働者ほど回答しにくい、メンタルヘルスに興味がある

労働者が数多く回答したといった標本抽出バイアスが存在している可能性がある。ま

今後は職種を考慮した解析や、対象者を絞った追跡研究、回収率を高めるために質問

数の削減を再検討することなどが課題して挙げられる。 
 3)本研究は、すべて自記式の質問紙で行っているため、対象者の精神的健康度を正確に

反映していない可能性がある。Myers らは自己記入式抑うつ尺度の点数とうつ病の臨

床診断は必ずしも一致しないと述べている 124)。本研究は大規模かつ無記名であり、

結果をもとした直接面談を行うことは難しいが、調査対象機関に結果をフィードバッ

クすることにより、今後のメンタルヘルス対策に活用することが可能であると考えら

れる。 
 4)首尾一貫感覚と対処行動との関連については、横断研究であるため、両者の因果関係

については明らかにすることができない。特定の対処行動を選択することにより首尾

一貫感覚が変化するかどうかについて、観察研究、介入研究を実施することが課題と

なる。 
 5)本研究は 2 回に渡って行われた大規模調査な横断調査から得られたものであり、今後、

職場のメンタルヘルスケアを行う際に本研究から得られた知見を生かし、実証研究を

実施することが課題となる。 
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第Ⅵ章 結語 

 
 本研究においては、NIOSH の職業性ストレスモデルに基づき、外的要因である職業性

ストレスと、内的要因と考えられる首尾一貫感覚に注目した。 
外的要因である職業性ストレスの中でどのような要因が精神的健康度に影響を与えるか

については、先行研究によって異なっている。これは、性別、年齢を初めとした個人特性

や、職種、労働形態などの労働環境が多様であることからも容易に想像できる。その中で、

筑波研究学園都市の教育研究機関で働く労働者においては、精神的健康度を悪化させる要

因としては「質的負荷」と「対人関係の困難」が大きな影響を持っていた。これは、教育

研究機関が調査対象となっており、その職務の特性からも「質的負荷」の影響が大きいこ

とは想像に難くない。また、「対人関係の困難」については、先行研究と同様に、筑波研究

学園都市においても大きな問題として存在していることが示唆された。精神的健康度を改

善させる要因としては「達成感」が大きな影響を持っていた。 
 内的要因に関しては、ストレス対処能力を反映するとされる首尾一貫感覚に注目し、日

本における大規模なデータを得ることができ、Antonovsky の報告と矛盾しない結果であ

った。また、これまで、心身の健康と首尾一貫感覚の関連については多くの研究が行われ

てきたが、首尾一貫感覚とストレスに対する対処行動がどういった関連を持っているかは

わかっていなかった。本研究結果からは、「視点の転換」や「問題解決のための相談」とい

った課題中心型の対処行動が首尾一貫感覚を高める方向に働き、「回避と抑制」や「他者を

巻き込んだ情動発散」といった情動中心型の対処行動が首尾一貫感覚を低下させる方向へ

働いていた。 
 これらの結果から、職場内でのコミュニケーションを良好にすることが、職業性ストレ

ス増強要因の軽減と職業性ストレス緩和要因の上昇、そして課題中心型の対処行動の選択

機会が増加し、首尾一貫感覚の向上につながると考えられた。また、首尾一貫感覚の向上

により、ストレス要因に対して前向きに対処することが可能となるため、この一連の経過

には相乗効果があることが推測された。 
 コミュニケーションを良好にするための方策としては、職員がコミュニケーションをと

る機会を提供することが第一歩と考えられる。現代の労働環境は、過重労働傾向にあり、

IT 技術の発達により日常的なコミュニケーションが減少しているとされている。職場での

メンタルヘルスケアを行う際に、周囲の職員の変化に気づいた際の対応として「声かけ」

が重要といったことが言われている。しかし、産業医として実際に活動していると「声か

け」が円滑に行えないケースに多く遭遇する。変化に気づいた際に自然な形で「声かけ」

することができないのは、普段から積極的なコミュニケーションをとっていないことが原

因と考えられる。多くの企業において、これまで経営を効率化することを目的に社員食堂

や社宅を縮小してきた。しかし、近年、これらの福利厚生施設がコミュニケーションの場
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として重要な役割を担っていることが再認識され、社員食堂や社宅を復活させる企業が増

えつつある。コミュニケーションに着目したメンタルヘルスケアによる労働者のメンタル

ヘルスへの効果を短期的に求めることは難しいが、コミュニケーションを良好にする、と

いう目的はメンタルヘルスに主眼をおいたものだけでなく幅広いアプローチが可能である

ため、職場内で受け入れられやすく、長期間継続することが可能と考えられる。 
本調査結果を公表することで、筑波研究学園都市における今後のメンタルヘルスケアに

大きく貢献することが可能になると考えられた。 
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男
性

3,530 (80.7)
41.3 

±
 9.5

9.7 
±

 1.1
6.9 

±
 1.4

5,984 (76.3)
41.8 

±
 9.3

10.2 
±

 3.1
6.6 

±
 1.0

女
性

846 (19.3)
35.0 

±
 8.7

9.1 
±

 1.2
6.7 

±
 1.2

1,857 (23.7)
37.5 

±
 9.2

9.1 
±

 2.7
6.5 

±
 1.1

研
究

職
2,240 (51.2)

40.8 
±

 9.3
9.8 

±
 1.1

6.8 
±

 1.5
3,632 (46.3)

40.8 
±

 9.0
10.3 

±
 2.4

6.5 
±

 1.0

事
務

職
1,121 (25.6)

39.8 
±

 10.1
9.2 

±
 1.1

6.9 
±

 1.2
2,150 (27.4)

41.7 
±

 9.9
9.2 

±
 3.1

6.6 
±

 1.1
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術

職
948 (21.7)

38.8 
±

 9.6
9.4 

±
 1.1

6.8 
±

 1.2
1,815 (23.1)

40.0 
±

 9.6
10.1 

±
 3.5

6.5 
±

 1.0

職
種

性
別
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9

2.
35

 ±
 0
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7

1.
86

 ±
 0

.7
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2.
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 ±
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5
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8
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32
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0
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32
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7
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85

 ±
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.7
5

1.
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 ±
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.7
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6

2.
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4

対
人

関
係

の
困
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2.
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.7

7
2.
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.7

6
2.
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.8

0
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08
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.7

8
2.
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 0
.7
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.7

3

達
成

感
2.
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 0
.8

1
2.
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 0
.7
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 0
.7
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.7
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20
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 0
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5
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.7

8
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.7

7

裁
量
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56
 ±

 0
.7

2
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 ±

 0
.7

0
2.

87
 ±

 0
.6

9
2.

78
 ±

 0
.6

7
2.

40
 ±

 0
.7

0
2.

42
 ±

 0
.6

8
2.

46
 ±

 0
.6

9
2.

48
 ±

 0
.7

0

同
僚

・
上

司
の

支
援

2.
72

 ±
 0

.6
5

2.
72

 ±
 0

.6
3

2.
71

 ±
 0

.6
5

2.
72

 ±
 0

.6
0

2.
70

 ±
 0

.6
5

2.
68

 ±
 0

.6
5

2.
78

 ±
 0

.6
6

2.
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 ±
 0

.6
1
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 : 

p<
0.
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t-t
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t
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st

睡
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表
4　

各
調

査
年

度
に

お
け

る
S
D

S
得

点
と

B
S
JS

各
下

位
項

目
ス

コ
ア

の
関

連

R
2

β
p

R
2

β
p

SD
S得

点
0.

30
0.

33

年
齢

-0
.1

0
<0

.0
01

-0
.0

8
<0

.0
01

男
性

-0
.1

0
<0

.0
01

-0
.1

0
<0

.0
01

労
働

時
間

-0
.0

4
<0

.0
5

-
-

睡
眠

時
間

-0
.0

6
<0

.0
01

-0
.0

8
<0

.0
01

量
的

負
荷

0.
09

<0
.0

01
0.

07
<0

.0
01

質
的

負
荷

0.
26

<0
.0

01
0.

25
<0

.0
01

対
人

関
係

の
困

難
0.

17
<0

.0
01

0.
21

<0
.0

01

達
成

感
-0

.2
4

<0
.0

01
-0

.2
3

<0
.0

01

裁
量

権
-0

.0
6

<0
.0

01
-0

.0
8

<0
.0

01

同
僚

・
上

司
の

支
援

-0
.0

7
<0

.0
01

-0
.0

8
<0

.0
01

β 
: 標

準
化

偏
回

帰
係

数

20
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 (N
 =
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,3
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)

従
属

変
数

独
立

変
数

20
06

 (N
 =

 7
,8

41
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点
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0.
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01
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働
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-
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眠
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.0
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負
荷
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質
的

負
荷
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01

0.
23
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対
人

関
係

の
困

難
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.0
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成

感
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.0
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.2
0
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.0
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-0
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.0
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裁
量

権
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-
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.1
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<0
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01
-

-

同
僚

・
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司
の

支
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1

-
-
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4
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準
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偏
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帰
係
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術
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)

職
種

研
究
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N
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従

属
変
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独

立
変

数
事

務
系

 (N
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)



 67 

表
6
　

S
D

S
得

点
と

B
S
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目
ス
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連
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0
0
6
年

度
調

査
：
職

種
別
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R
2

β
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2

β
p

R
2

β
p

SD
S得

点
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35
0.

29
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年
齢
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01

<0
.0

01
-0

.0
8

<0
.0

01
-0

.0
8

<0
.0

01

男
性
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.1

2
<0

.0
01

-0
.0

8
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.0
01

-0
.0
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.0
01

労
働
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-
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-
-

-
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眠
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7
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.0
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.0
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0
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的
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<0

.0
1

-
-

質
的

負
荷
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25

<0
.0

01
0.

24
<0

.0
01

0.
29

<0
.0

01

対
人

関
係

の
困

難
0.

22
<0

.0
01

0.
20

<0
.0

01
0.
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<0

.0
01

達
成

感
-0

.2
3

<0
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表7　調査対象者の基本属性

全対象者 10,317 40.4±9.6

男性 6,840 (66.3) 41.5±9.5

女性 3,477 (33.7) 38.3±9.5

20歳代 1461 (14.2) -

30歳代 3626 (35.1) -

40歳代 3054 (29.6) -

50歳代 2176 (21.1) -

年齢

人数 (%)

性別

年齢
(平均 ± 標準偏差)
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表9　SOC得点とBSCPの各下位項目得点との相関関係

r p

積極的問題解決 0.18 <0.001

回避と抑制 -0.34 <0.001

気分転換 0.09 <0.001

視点の転換 0.24 <0.001

問題解決のための相談 0.21 <0.001

他者を巻き込んだ情動発散 -0.26 <0.001
r : ピアソンの相関係数

All (N = 10,317)
BSCP 
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図1. SDS得点の職種間における比較（2001年）

男性 女性

男性 女性

図2. SDS得点の職種間における比較（2006年）
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＊＊：P<0.005
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図3. 量的負荷の職種間における比較（2001年）

男性 女性

男性 女性

図4. 量的負荷の職種間における比較（2006年） 研究職
事務職
技術職

（点）

（点）

＊＊：P<0.005

＊＊：P<0.005
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図5. 質的負荷の職種間における比較（2001年）

男性 女性

男性 女性

図6. 質的負荷の職種間における比較（2006年） 研究職
事務職
技術職

（点）

（点）

＊＊：P<0.005

＊：P<0.05
＊＊：P<0.005
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図7. 人間関係の困難の職種間における比較（2001年）
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図8. 人間関係の困難の職種間における比較（2006年） 研究職
事務職
技術職
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（点）

＊＊：P<0.005

＊＊：P<0.005

対人関係の困難職種間における比較（2001 年） 

対人関係の困難職種間における比較（2006 年） 
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図9. 達成感の職種間における比較（2001年）
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男性 女性

図10. 達成感の職種間における比較（2006年）
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＊＊：P<0.005
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＊＊：P<0.005



 77 

0

1

2

3

4
**

**

** **

**

0

1

2

3

4 **

**

** **

**

図11. 裁量度の職種間における比較（2001年）
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図12. 裁量度の職種間における比較（2006年）
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＊＊：P<0.005
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図13. 同僚・上司の支援の職種間における比較（2001年）
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図14. 同僚・上司の支援の職種間における比較（2006年）
研究職
事務職
技術職
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＊＊：P<0.005

＊＊：P<0.005

 



 

 
 
 
 

付 
 

質問票



 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

１  ２  ３  ４ 

BSJS (Brief Scale for Job Stress) 
 
仕事についての各々の記述について、現在の状況に最もあてはまると感じる番号に○をつけて下さい。 
        
        
        
        
        
        
        
１）あまりに仕事が多すぎる        

２）仕事量が多くて、仕事がこなしきれない       

３）猛烈に働くことが必要だ        

４）期限に追われて仕事をすることがよくある      

５）仕事に行き詰まることがよくある       

６）複雑で困難な仕事が多い        

７）これまでの経験だけでは対処できない仕事をすることがよくある    

８）自分の仕事について、自分の意見を反映することができる     

９）仕事の進め方を、自分で決めることができる      

10）仕事のペースを自分で決めることができる      

11）職場で人間関係のトラブルがよくある       

12）職場のメンバー間の意志疎通がよくいっていない      

13）職場や仕事先に苦手な人がいる       

14）職場の人たちは、自分の仕事がスムーズにいくように配慮してくれる   

15）職場の人たちと気軽に話ができる       

16）仕事で困難なことが起きた場合、職場の人たちの援助・助言がえられる  

17）職場の人たちは、自分の個人的な問題にも相談にのってくれる      

18）やりがい、誇りをもてる仕事をしている       

19）自分の能力が発揮できる仕事である       

20）達成感や満足感を得られる仕事をしている      

 

全
く
そ
う
で
は
な
い 

 
 

少
し
そ
う
で
あ
る 

 
 

 

ま
あ
そ
う
で
あ
る 

 
 

 
非
常
に
そ
う
で
あ
る 

 



 

SDS (Self-Rating Depression Scale) 
 
最近１週間のご自分の状態を４段階で評価して、該当する番号に１つずつ○をしてください 
 
 
 
 
 

1  気が沈んで憂うつですか？       １  ２  ３  ４ 

2  朝方は、いちばん気分が悪いですか？      １  ２  ３  ４ 

3  泣きたくなったり、泣いたりしますか？     １  ２  ３  ４ 

4  夜よく眠れませんか？       １  ２  ３  ４ 

5  食欲がないですか？        １  ２  ３  ４ 

6  性欲がわきませんか？       １  ２  ３  ４ 

7  やせてきたように思いますか？      １  ２  ３  ４ 

8  便秘していますか？        １  ２  ３  ４ 

9  動悸がしますか？        １  ２  ３  ４ 

10 何となく疲れますか？       １  ２  ３  ４ 

11 気持ちがさっぱりしませんか？      １  ２  ３  ４ 

12 いつもどおりに仕事ができませんか？      １  ２  ３  ４ 

13 落ち着かず、じっとしていられませんか？     １  ２  ３  ４ 

14 将来に希望がもてませんか？       １  ２  ３  ４ 

15 いらいらしますか？        １  ２  ３  ４ 

16 ものごとに決断がつきませんか？      １  ２  ３  ４ 

17 役に立つ人間だと思えませんか？      １  ２  ３  ４ 

18 生活が充実しませんか？       １  ２  ３  ４ 

19 自分が死んだ方が他の者は楽に暮らせると思いますか？    １  ２  ３  ４ 

20 日常に不満ですか？        １  ２  ３  ４ 

 

ほ
と
ん
ど
又
は 

い
つ
も 

 

か
な
り 

 

と
き
ど
き 

 
い
い
え
又
は 

少
し
だ
け 



 

BSCP (Brief Scale for Coping Profile) 
 
あなたのストレス解消法についてお尋ねします。 
困ったこと、悩みなどに出遭ったとき、あなたはどうすることが多いですか？次の例のそれぞれについて、

普段そのような対応を選ぶことがよくあるかどうか、もっとも当てはまる数字に○をつけて下さい 
 
 
 
 
 
 
1.  原因を調べ解決しようとする ４ ３ ２ １ 

2.  今までの体験を参考に考える ４ ３ ２ １ 

3.  今できることは何かを冷静に考えてみる ４ ３ ２ １ 

4.  信頼できる人に解決策を相談する ４ ３ ２ １ 

5.  関係者と話し合い、問題の解決を図る ４ ３ ２ １ 

6.  その問題に詳しい人に教えてもらう ４ ３ ２ １ 

7.  趣味や娯楽で気をまぎらわす ４ ３ ２ １ 

8.  何か気持ちが落ち着くことをする ４ ３ ２ １ 

9.  旅行・外出など活動的なことをして気分転換する ４ ３ ２ １ 

10. 問題の原因を誰かのせいにする ４ ３ ２ １ 

11. 問題に関係する人を責める ４ ３ ２ １ 

12. 関係のない人に八つ当たりする ４ ３ ２ １ 

13. 問題を先送りする ４ ３ ２ １ 

14. いつか事態が変わるだろうと、時が過ぎるのを待つ ４ ３ ２ １ 

15. 何もしないでがまんする ４ ３ ２ １ 

16. 「何とかなる」と希望を持つ ４ ３ ２ １ 

17. その出来事のよい面だけを考える ４ ３ ２ １ 

18. これも自分にはよい経験だと思うようにする ４ ３ ２ １ 

 

 
 

よ
く
あ
る 

と
き
ど
き
あ
る 

た
ま
に
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 



 

SOC (Sense of Coherence) 
 
以下の人生について

 

の質問で、１から７までのうち、あなたの感じ方を最もよく表している段階の番号に、

一つだけ○をつけてください。     

1 あなたは誰かと話しているときに、相手が自分のことを理解していないと感じることがありますか？  
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

まったく感じない      いつも感じている 
 

2 これまで、他人の協力が必要なことをしなければならないとき、あなたは、うまくいくと思いましたか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

うまくいかないと思った     きっとうまくいくと思った 
 

3 とても親しく感じる人々以外で、あなたが毎日接する人たちのことを考えてください。あなたは、その人

たちのことをどれほどよく知っていますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

知らない人のように感じる     とてもよく知っている 
 

4 あなたは、自分のまわりで起こっていることがどうでもいいという気持ちになることがありますか？  
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

まったくない       とてもよくある 
 

5  あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことがありますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

まったくなかった      いつもそうだった 
 
6  あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？               

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった      いつもそうだった 

 
7  人生というものは、                      

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
興味の尽きないものだ      型にはまった単純なものだ 

 
8  今まで、あなたの人生は、                 

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
明確な目標や目的はまったくなかった   とても明確な目標や目的があった 

 
9  あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？                  

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある            まったくない 

 
10 過去 10 年間のあなたの人生は、                            

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
次に何が起こるかわからない出来事ばかりだった   見通しのきいたものだった 

 
11 将来あなたがすることの多くは、たぶん                                                    

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
魅力あふれるものだろう     ひどく退屈なものだろう 

 
 
12 あなたは不慣れな状況の中にいると感じ、どうすればよいかわからないと感じることがありますか？  



 

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある       まったくない 

 
13 あなたの人生観をもっともよく表しているのは、                                           

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
人生での出来事に対していつも     人生での出来事に対して 
解決策を見つけることができる     解決策はない 

 
14 自分の人生について考えるとき、しばしば、あなたは、                                     

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
生きていて本当によかったと感じる   自分はなぜ存在しているのか疑問に感じる 
 

15 あなたは、困難な問題に直面したとき、その解決法は、                                     
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

いつも混乱して見つけるのが難しい   いつも何の迷いもなく見つけられる 
 
16 あなたが毎日していることは、                                                           

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
喜びと満足を与えてくれる      つらく退屈である 

 
17 将来のあなたの人生は、たぶん、                                                            

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
次に何が起こるのかわからない出来事ばかりだろう  見通しのきいたものになるだろう 

 
18 これまで、いやなことが起きたとき、多くの場合、あなたは、                                      

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
それにうちのめされてしまった    そんなこともあるだろうとやってきた 

 
19 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？                                

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある       まったくない 

 
20 あなたは、何か楽しいことをしているとき、             

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
きっとこのまま楽しい気分で     きっと何かが起こってこの楽しい気分が 
いられるだろうと思う             壊されるだろうと思う 

 
21 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？          

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある       まったくない 

 
22 将来のあなた自身の人生は、                                  

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったく意味や目的のないものになると思う  意味や目的に満ちたものになると思う 

 
23 あなたは、この先、誰か頼りにできる人がいつもいると思いますか？                
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

必ずいると思う       いないと思う 
 
 
 
 
24 あなたは、いま何が起きようとしているのかはっきりわからない、という不安な気持ちになることがあ



 

りますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 

とてもよくある       まったくない 
 
25 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。       
   あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？               

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった       よくあった 

 
26 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、                             

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
そのことを過大に評価したり、過小に評価してきた   適切な見方をしてきた 

 
27 これから、人生の大事な場面で困難に直面したとき、あなたはどう思うでしょうか？         

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
必ず困難を乗り越えられると思う    困難を乗り越えられないと思う 

 
28 あなたは、日々の生活で行っていることにほとんど意味がない、と感じることがありますか？     

1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある       まったくない 

 
29 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？                     

 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある       まったくない 
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